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報告事項１ 平成 28年度事業報告、貸借対照表、損益計算書および基金等変動計算 

      書の内容報告の件 

 

 

Ⅰ．平 成 2 8 年 度 事 業 報 告 書 

 

 

 

 

 

１．保険会社の現況に関する事項 

（1）事業の経過および成果等 

 

① 経営環境 

 平成 28 年度の日本経済は、日本銀行の金融緩和政策の継続や雇用・所得環境の改善等により、

緩やかな回復基調が続きました。 

 海外経済については、米国経済が底堅く推移する一方で、中国をはじめとする新興国は成長が

鈍化しており、全体としての経済成長のペースは緩やかなものに留まりました。 

 上記のような経済情勢のもと、相場環境は以下のとおりとなりました。 

 長期金利は、日本銀行が長短金利操作付き量的・質的金融緩和政策を 9月に導入したこと等に

より、前年度末のマイナス水準から年度末は 0％台となりました。 

 ドル円相場は、6 月の英国のＥＵ離脱に関する国民投票の結果を受けて、一時は 100 円を割り

込むまで円高が進行したものの、11月の米国大統領選後は、新政権への政策期待を背景とした米

国の金利上昇に伴い円安に転じ、年度末は 112 円台となりました。 

 国内株式相場は、米国大統領選後の円安進行による企業業績の改善期待を背景に、年度後半に

かけて堅調に推移し、前年度末の 16,758 円から年度末は 18,909 円となりました。 

 こうしたなか、生命保険業界においては、マイナス金利政策の継続を受けて、貯蓄性商品の販

売を停止するなどの動きがありました。また、標準責任準備金の計算基礎となる標準利率（注 1）

が平成 29年 4 月以降引き下げられることとなり、保険料率の見直し等が行われました。さらに、

金融庁が「顧客本位の業務運営に関する原則」および同原則の定着に向けた取組みを 3月に公表

しました。 

 

（注 1）保険会社が支払能力確保や健全性維持のために積み立てる標準責任準備金を計算する際に用いる予定利

率 

 

② 事業の経過 

 当社においては、中期経営計画「ＳＨＩＮＫＡ（新化・進化・真価）～未来に挑む～」（平成

27～29 年度）で掲げる企業ビジョン「一人ひとりの“生きる”を支える～『お客様大好き』企業。

朝日生命～」の実現に向けて、以下の 3大改革テーマに取り組みました。 

 

平成 28 年 4 月 1 日から 

平成 29 年 3 月 31 日まで 
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 【テーマ１ お客様の多様なニーズにお応えするためのビジネスモデルの“進化”】 

〔営業職員チャネルの取組み〕 

（商品面） 

 商品面では、「シニア」「女性」「企業経営者」の 3つを戦略マーケットと位置づけ、お客様志

向の追求によるマーケットニーズの把握と、きめ細かなマーケティングを通じた商品の開発に

取り組みました。 

 具体的には、「シニア」のお客様向けには、特に介護負担の大きい認知症に特化した「あんし

ん介護 認知症保険」を 4月に発売しました。 

 「女性」のお客様向けには、“女性の「私らしく輝いて生きる」を応援する”をコンセプトと

する新たなブランドとして、女性専用のユニット型保険（注 2）「やさしさプラス」を 10 月に発

売しました。同時に、乳がん等女性特有の病気に対する手術を重点的に保障する「マイメディ

ーナ（女性手術重点保障特約）」を発売しました。 

 「企業経営者」のお客様向けには、企業経営者が要介護状態になった際に一時金をお受け取

りいただける「プライムステージ（介護保障定期保険）」について、営業職員チャネルに加え、

税理士代理店等を通じた販売を推進しました。 

 また、支払事由が身体障害者手帳制度および公的介護保険制度と連動し、働けなくなった際

の収入減少をカバーする「収入サポート保険」を平成 29 年 4 月から発売することとしました。

同時に、うつ病等が原因で継続入院した際に一時金をお受け取りいただける「メンタル疾患特

約」を発売することとしました。 

 なお、マイナス金利政策導入後の市中金利の状況を踏まえ、4月に一時払貯蓄性商品、10月

に一時払以外の貯蓄性商品の一部の販売を停止しました。 

 

（注 2）死亡保障・医療保障等を提供するさまざまな商品を自在に組み合わせることができる保険 

 

（お客様サービス面） 

 お客様サービス面では、営業職員がご契約者を訪問し、ご契約内容等の確認をいただく「安

心お届けサービス」を継続して実施しました。具体的には、個人のお客様には「保険王レポー

ト」「ご契約レポート」、企業のお客様には「事業保険レポート」をお届けする活動を行うとと

もに、災害時にご家族を通じてお客様の安否を確認するため、緊急時の連絡先等を登録いただ

く活動を引き続き行いました。 

 また、「クオリティー“業界Ｎｏ．1”の営業職員体制」の実現に向けて、これまで以上にお

客様の立場にたったコンサルティング活動を行うため、ご提案前にお客様のご意向を的確に把

握する取組みを 4月から開始するなど、改正保険業法施行に伴う対応を実施しました。 

 さらに、簡便で迅速なお手続きを推進する「お客様サービス向上戦略」にもとづき各種サー

ビスの充実に取り組みました。 

 具体的には、給付金を迅速にお支払いするため、営業職員等を介さずにお客様が郵送により

給付金等の請求手続きを完結できる「お客様ダイレクト返送」を 9月から開始しました。 

 また、「シニアにやさしいサービス」を提供するため、ご契約内容をご家族に理解していただ

き、給付金等の円滑なお支払いにつなげる「ご契約内容ご家族説明制度」を 4 月から開始する

とともに、生命保険業界で初めて、要介護と認定されたお客様を対象に、診断書の取得を当社

が代行するサービスを同月から開始しました。また、郵送した書類の到着確認および記入箇所



 

 3 

や提出書類のご説明を行う「記入サポートコール」を 7月から開始するなどの取組みを行いま

した。 

 さらに、ご契約が成立するまでの時間を短縮するため、保険加入時にご提出いただく健康診

断書を自動的に読み取るシステムを 3月に導入しました。 

 加えて、より簡便で迅速にお客様にお手続きいただくため、営業職員が携帯する端末（タブ

レット型）の画面上において、保険のご提案とお申込み手続きを完結できるシステムを平成 30

年 1 月から導入することとしました。 

 なお、4 月に熊本県を中心に発生した地震に関して、給付金等のお支払いを確実かつ迅速に

行うため、お客様の現況確認と請求勧奨活動に取り組みました。 

 

〔代理店チャネルの取組み〕 

 代理店チャネルにおいては、テレマーケティング（注 3）や保険ショップ販売等を引き続き推進

するととともに、電話によるご提案と担当者の直接訪問を組み合わせた保険販売を 4月から開

始しました。また、伊藤忠商事株式会社と共同で設立した「Ａ＆Ｉインシュアランス・ネクス

ト株式会社」を通じて、保険募集代理店の委託および販売推進を図りました。 

 商品面では、入院等の総合的な保障に加え、生活習慣病に対する一時金等の保障を充実させ

た医療保険「スマイルメディカルＮｅｘｔ」を 6月に発売しました。 

 上記の取組みの結果、平成 28年度のテレマーケティングや保険ショップ販売等の個人マーケ

ット向け代理店チャネルの年換算保険料ベースの新契約業績は、前年度比 159.0％、全ての保

障性商品（注 4）の新契約年換算保険料に占める割合は 12.8％（対前年度差＋3.3 ポイント）とな

りました。 

 また、企業経営者のお客様に対する提案活動を拡大するため、支社に税理士代理店専任の担

当者を配置し、サポート体制の充実を図りました。 

 

（注 3）電話により加入手続きを原則完結することのできる保険販売 

（注 4）死亡保障と医療保障・介護保障等の第三分野（貯蓄性商品を除く）の合計 

 

 このような営業職員チャネルおよび代理店チャネルの取組みの結果、昨年度に引き続き、保障

性商品の保有契約（年換算保険料）が順調に増加するとともに、企業ビジョン実現に向けた最上

位指標の一つである個人と企業のお客様数がいずれも増加しました。 

 

 【テーマ２ 「お客様大好き」企業を体現する組織・働き方の“進化”】 

 〔お客様満足の向上に関する取組み〕 

 当社では、ご契約者懇談会や「インフォメールあさひ（注 5）」のアンケート等を通じて寄せら

れた「お客様の声」と、お客様に接する職員の「現場の声」を「お客様満足・現場力向上委員

会」等において集約・分析し、保険商品やサービスの改善に活用する取組みを引き続き推進し

ました。これらの取組みを通じて、7月に実施したお客様満足度調査においては、「総合満足度

（お客様満足度）（注 6）」が過去最高となる 72.8％となりました。 

 また、お客様の視点に立った業務改善を行うため、営業職員がお客様と面談した際の対応等

についてご意見をいただき、その内容を支社や営業所にフィードバックする「お客様の声アン

ケート」を 6月から開始しました。 
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 さらに、消費者庁等が提唱する「消費者志向経営」の考え方にもとづき、「消費者志向自主宣

言」を 1月に公表しました。当該取組みの一環として、耳や言葉のご不自由なお客様がお問い

合わせ内容をメールで送信することができる専用窓口を当社ホームページに設けました。 

 

（注 5）毎年 10 月から 11 月頃にお客様にご契約内容等をお知らせするために送付している総合通知 

（注 6）総合的な満足度に関する質問項目について、7段階評価のうち、「大変満足」「満足」「どちらかといえ

ば満足」とご回答いただいたお客様の割合 

 

〔ワーク・ライフ・バランスや多様な人材の活躍推進に関する取組み〕 

 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けては、平成 27年度から有給休暇の取得日を事前に登

録することによりその取得を促進する「計画年休制度」を導入し、平成 28年度は全職員が同制

度にもとづく休暇を取得しました。 

 また、厚生労働省が労働者の安全や健康を確保するための対策に積極的に取り組んでいる企

業を認定する「安全衛生優良企業公表制度」において、1 月に生命保険会社で初めて認定を受

けました。 

 加えて、女性の能力発揮を推進する「朝日生命ポジティブ・アクション」の取組みについて

は、女性リーダー候補者が将来のキャリア像をより具体的に描くことができるように、社外講

師による講演やグループディスカッション等を行う「キャリアサポートフォーラム」を昨年度

に引き続き 6月に開催するとともに、女性のキャリア支援に資する研修を拡充しました。これ

らの取組みにより、平成 29 年度始の女性リーダー比率（注 7）については、20％（256 名）とな

り、前年度始に比べ 2ポイント（＋29名）上昇しました。 

 また、若手職員が中心となるプロジェクト・チームを分野毎に立ち上げ、活躍機会を与える

とともに、問題解決能力の向上を図りました。さらに、外国人の採用や定年後の再雇用を拡大

するなど、多様な人材の活躍推進を図りました。 

 

（注 7）内務職員のライン職等、部下を持つ職位以上の者またはそれと同等の職位にある者における女性の割合

を指し、当社は平成 32 年度末までに同比率を 30％程度に引き上げる数値目標を設定しています。 

 

 【テーマ３ お客様を一生涯支えるための財務体力の“進化”】 

〔資産運用面〕 

当社は、生命保険契約の負債特性を踏まえ、国内公社債・貸付金等の円金利資産を中心とし

た資産ポートフォリオを構築していますが、平成 28 年度は、国内金利が低位で推移したことか

ら、円建公社債の新規の買入れを抑制する一方、為替リスクを抑制しつつ、相対的に利回りの

高い外貨建債券等への投資を行い、収益の確保に努めました。 

また、当社は、「日本版スチュワードシップ・コード」を踏まえ、投資先企業の企業価値の向

上やその持続的な成長を促すことを目的とした対話や適切な議決権行使を通じて、お客様から

お預かりしている資産の運用効率の向上に努めています。 

 

〔リスク管理面・資本面〕 

 リスク管理面では、すべてのリスクを統合的に管理するリスク管理態勢の整備に取り組むと
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ともに、保険の引受けや資産運用等、各リスクカテゴリーの特性に応じた個別のリスク管理を

引き続き実施しています。 

 資本面では、基金 110 億円の再募集を 8月に行うとともに、海外市場において米ドル建永久

劣後特約付社債 3.5 億米ドル（約 403 億円）を 1月に発行するなど、財務基盤の一層の強化を

図りました。 

また、経営戦略と統合的リスク管理の一体化を推進するため、「リスクとソルベンシーの自

己評価（ＯＲＳＡ（注 8））」等に取り組んでいます。 

 

（注 8）Own Risk and Solvency Assessment．保険会社自らが現在および将来のリスクと資本等を比較して資

本等の十分性評価を行うとともに、経営戦略とリスク管理の妥当性を総合的に検証するプロセス 

 

 【その他の主な取組み】 

〔コーポレートガバナンスに関する取組み〕 

 当社は、コーポレートガバナンスの透明性・公正性を表明することを目的として、コーポレ

ートガバナンスに関する基本的な考え方、組織機構および運営方針を定めた「コーポレートガ

バナンス基本方針」ならびに「コーポレートガバナンスに関する報告書」を作成し、公表して

います。 

 また、取締役および執行役員の選任、解任および報酬決定に係る取締役会の機能の独立性・

客観性を確保するとともに、お客様等に対する説明責任を強化することを目的に、「指名・報酬

委員会」を設置しています。 

 さらに、平成 28 年度においては、全ての取締役および監査役にアンケート調査を実施するこ

と等により、取締役会の実効性について分析および評価を行いました。 

 

〔ＣＳＲの推進に向けた取組み〕 

 当社は、昭和 35 年に朝日生命成人病研究所を設立して以来、生活習慣病の研究や高水準の診

療の提供を通じて社会福祉に貢献しています。同研究所附属医院は、糖尿病の治療および予防

に貢献した活動を表彰する「第 9回 糖尿病療養指導鈴木万平賞」を 10 月に受賞しました。 

 また、昭和 38年より日本ユネスコ協会連盟の維持会員としてその活動を支援するとともに、

朝日生命ユネスコクラブを通じて、発展途上国の子供たちの教育支援を続けています。平成 28

年度は、チャリティーバザーやチャリティーコンサートの開催等に加え、「やさしさプラス」に

ご加入いただいたお客様数に応じて日本ユネスコ協会連盟に寄付する取組みを開始しました。 

 さらに、昭和 49年に設立した「朝日生命体操クラブ」では、併設する「朝日生命体操教室」

において、お子様や女性を対象とした体操教室を開催するなど、体操の普及を通じた地域の子

どもたちの健全な育成に取り組んでいます。また、同クラブからは、今般のリオデジャネイロ

大会のオリンピック日本代表選手を輩出しています。 

 加えて、平成 21 年度より推進しているピンクリボン運動については、全国の支社の街頭等に

おいて、乳がん検査の受診を呼びかける「ピンクリボン街頭キャンペーン」を実施するなどの

活動を 10月に行うとともに、各自治体が実施する乳がん検診の情報をお客様にお届けする「乳

がん検診お知らせ活動」を行いました。 

 また、当社では、「環境数値目標」（注 9）を設定し、電力・水道・ガソリンの使用量の削減やペ
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ーパーレス化に取り組むなど、引き続き「朝日生命エコプロジェクト」を推進しました。 

 さらに、東日本大震災からの復興と発展を支援するため、被災地でのボランティア活動や被

災地の物産展の開催に継続して取り組みました。 

 

 （注 9）平成 29 年度のエネルギー使用量を平成 25 年度に比べて 2％削減する数値目標 

 

③ 事業の成果 

平成 28 年度の事業の成果は、以下のとおりとなりました。 

 

＜契約概況＞ 

 個人保険・個人年金保険について、年換算保険料の合計では、新契約（転換純増含む）が 341

億円（対前年度比 114.0％）となり、解約・失効が 190 億円（同 98.8％）となったこと等から、

年度末保有契約は 5,359 億円（同 99.4％）となりました。また、第三分野においては、新契約（転

換純増含む）が 266 億円（同 125.2％）となり、解約・失効が 94 億円（同 107.6％）となったこ

と等から、年度末保有契約は 1,978 億円（同 107.7%）となりました。 

 

[年換算保険料ベースの業績] 

注 1. 年換算保険料とは、保険料の支払方法に応じ、年払は 1倍、半年払は 2倍、月払は 12 倍、一時払は

保険期間で除すなどにより、1年あたりの保険料に換算した金額です。 

 2. 第三分野では、医療・介護等を保障する主契約および特約を計上しています。 

 

 なお、保障性商品（代理店チャネルにおいて販売している無配当団体医療等を含む）について

は、新契約（転換純増含む）が 313 億円（対前年度比 118.7％）となり、解約・失効が 158 億円

（同 102.7％）となったこと等から、年度末保有契約は 3,112 億円（同 103.2％）となりました。 

 

[年換算保険料ベースの業績] 

  平成 28 年度 前年度比 平成 27 年度 

保障性商品 新 契 約 313億円 118.7% 264億円 

 

減 少 契 約 218億円 98.8% 221億円 

 うち解約 ･失 効 158億円 102.7% 154億円 

年 度 末 保 有 契 約 3,112億円 103.2% 3,017億円 

   平成 28 年度 前年度比 平成 27 年度 

個人保険・ 

個人年金保険 

 

新 契 約 341 億円 114.0% 299 億円 

減 少 契 約 371 億円 105.6% 351 億円 

  うち解約 ･失 効 190 億円 98.8% 192 億円 

 年 度 末 保 有 契 約 5,359 億円 99.4% 5,389 億円 

  うち第三分野 新 契 約 266 億円 125.2% 212 億円 

   減 少 契 約 124 億円 104.2% 119 億円 

     うち解約 ･失 効 94 億円 107.6% 87 億円 

   年 度 末 保 有 契 約 1,978 億円 107.7% 1,836 億円 
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 一方、個人保険・個人年金保険の保険金額の合計では、新契約高（転換純増含む）が 1,872 億

円（対前年度比 57.6％）となり、解約・失効高が 1兆 535 億円（同 89.0％）となったこと等から、

年度末保有契約高は 20兆 8,526 億円（同 91.7％）となりました。 

 団体保険は、年度末保有契約高が 1兆 3,286 億円（同 99.8％）となりました。 

 団体年金保険は、年度末保有契約高が 187 億円（同 94.5％）となりました。 

 

＜収支概況＞ 

経常収益は、6,799 億円（対前年度比 104.2％）となりました。このうち、保険料等収入は、3,837

億円（同 95.6％）となりました。また、資産運用収益は、有価証券売却益が増加したこと等から、

1,612 億円（同 126.0％）となりました。その他経常収益は、責任準備金戻入額が 1,145 億円（同

113.3％）となったこと等から、1,349 億円（同 109.6％）となりました。 

経常費用は、6,410 億円（同 100.5％）となりました。このうち、保険金等支払金は、4,638 億

円（同 99.4％）となりました。資産運用費用は、金融派生商品費用が増加したこと等から、417

億円（同 111.4％）となりました。事業費は、35 億円増加して 1,014 億円（同 103.6％）となり

ました。 

この結果、経常利益は、389 億円（同 263.3％）となりました。 

特別利益は、12億円（同 11.9％）となり、特別損失は、53 億円（同 431.4％）となりました。

法人税等合計は、56 億円となりました。 

以上の結果、当期純剰余は、292 億円（同 166.7％）となりました。 

なお、生命保険本業の期間収益を示す指標の一つである基礎利益は、220 億円（同 85.1％）と

なりました。 

 

＜資産および負債・純資産の概況＞ 

 年度末総資産は、5兆 3,982 億円（対前年度比 97.7％）となり、このうち有価証券は 4兆 1,523

億円（総資産に占める割合 76.9％）、貸付金は 5,577 億円（同 10.3％）、有形固定資産は 4,061

億円（同 7.5％）となりました。 

 負債の合計は、5 兆 392 億円（対前年度比 97.0％）となり、このうち責任準備金は 4 兆 7,001

億円（同 97.6％）となりました。 

 純資産の合計は、3,589 億円（同 109.1％）となり、このうち基金等合計は 3,335 億円、評価・

換算差額等合計は 253 億円となりました。 

 なお、保険会社の健全性を示す行政監督上の指標であるソルベンシー・マージン比率は、742.7％

（対前年度差＋51.2 ポイント）、実質純資産額は 9,304 億円（同△658 億円）となりました。 

 

④ 会社が対処すべき課題 

 平成 29年度は、中期経営計画「ＳＨＩＮＫＡ（新化・進化・真価）～未来に挑む～」の最終年度

にあたります。当社では、同計画で掲げた企業ビジョン「一人ひとりの“生きる”を支える～『お

客様大好き』企業。朝日生命～」の実現に向けて、以下の 3大改革テーマに取り組むとともに、こ

れまで以上にお客様本位の業務運営を徹底してまいります。 
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【テーマ１ お客様の多様なニーズにお応えするためのビジネスモデルの“進化”】 

〔きめ細かなマーケティングを通じた先進的な商品の開発〕 

 「シニア」「女性」「企業経営者」の 3つの戦略マーケットにおいて、それぞれのニーズに沿っ

たきめ細かなマーケティングに取り組んでまいります。 

 具体的には、「シニア」のお客様向けには、「あんしん介護」「あんしん介護 認知症保険」のご

提案を通じて、介護保険分野の保有契約件数業界Ｎｏ．1を目指してまいります。 

 また、「女性」のお客様向けには、“女性の「私らしく輝いて生きる」を応援する”をコンセプ

トとするブランドを展開するとともに、「やさしさプラス」のご提案を推進してまいります。さら

に、平成 29 年 4月に新たに発売した「収入サポート保険」「メンタル疾患特約」の販売を通じ、

働く女性等のニーズにもお応えしてまいります。 

 加えて、「企業経営者」のお客様向けには、ご好評をいただいている「プライムステージ」をよ

り多くの企業のお客様にご提案してまいります。 

 

〔お客様サービス品質の向上〕 

 「お客様サービス向上戦略」を展開し、簡便で迅速なお手続きを推進してまいります。 

 具体的には、お客様に迅速に給付金をお支払いするため、医師の診断書の読取りとお支払いの

判断を自動的に行うシステムを平成 30年 1月に導入してまいります。また、支社や営業所を介さ

ずに、営業職員が携帯する端末（タブレット型）の画面上で、給付金等のご請求や受取人変更の

お手続きができるシステムを平成 31 年 1 月に導入してまいります。 

 さらに、ビッグデータやＡＩ（人工知能）を活用した新たな商品やサービスの提供を検討して

まいります。 

 

〔お客様への最適なアクセスを実現するマルチチャネル体制の構築〕 

 営業職員チャネルについては、お客様の求める高度な知識とサービス水準を兼ね備え、対面に

よるコンサルティングの強みを活かしていくことにより、真にお客様のお役に立てる「クオリテ

ィー“業界Ｎｏ．1”の営業職員体制」の実現に取り組んでまいります。 

 代理店チャネルにおいては、現在展開しているテレマーケティングや保険ショップ販売等の強

化を図るとともに、新たなアプローチ方法の開発に取り組んでまいります。また、平成 28 年度か

ら本格展開を図っている税理士代理店等に対する販売支援体制を強化してまいります。 

 

【テーマ２ 「お客様大好き」企業を体現する組織・働き方の“進化”】 

〔お客様視点の業務改善に向けた仕組みづくり〕 

 「お客様の声アンケート」を通じていただいたご意見や評価等を活かし、営業職員の活動がよ

りお客様本位となるよう改善してまいります。 

 また、高齢化の進展や消費者意識の高まり等を踏まえ、コンプライアンス態勢および内部監査

態勢の強化を通じて、内部統制システムの整備に引き続き取り組んでまいります。 

 

〔お客様に近い業務へのシフト〕 

 全国 731 ヵ所の営業拠点（注 10）において、「お客様サービス向上戦略」にもとづき、現行の事

務を削減・効率化することにより、これまで事務に従事していた職員について、お客様サービス
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業務やコンサルティング業務等のお客様に近い業務にシフトしてまいります。 

 

(注 10)平成 29 年度始の統括本部、統括支社、支社、営業所および出張所の合計数 

 

〔変革を起こせる多様な人材の活躍推進〕 

 女性職員の能力発揮を一層推進することにより、平成 32 年度末までに女性リーダー比率 30％

程度の実現を目指してまいります。また、若手職員の成長機会や豊富な経験を有する職員の活躍

機会を拡大するなど、多様な人材の活躍推進を図ってまいります。 

 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けては、全社的な業務の削減と効率化を通じて、職員一

人ひとりが活躍できる働きやすい環境を整備してまいります。 

 

【テーマ３ お客様を一生涯支えるための財務体力の“進化”】 

〔資産運用収益の確保・拡大と経営効率の継続的な改善〕 

 資産運用面については、国内金利が低位で推移する状況下、為替リスクを抑制しつつ、相対的

に利回りの高い外貨建債券等への投資やオルタナティブ投資（注 11）を行うなど、投資手法の高度

化に取り組むことにより資産運用収益の向上とリスク・リターン効率の改善に努めてまいります。 

 また、将来への成長に資する戦略案件への投資を行いつつ、経営効率の継続的な改善を図り、

フロー収益の確保に努めてまいります。 

 

(注 11)伝統的な運用資産である株式や債券の代替投資とされるインフラファンド、不動産投資信託（リート）お

よび金融派生商品（デリバティブ）等を活用した投資手法 

 

〔財務体力の強化・統合的リスク管理態勢の高度化〕 

 将来的な経済価値ベースのソルベンシー規制の導入を見据え、保有契約の増大と自己資本の拡

充により、企業価値の向上と財務体力の強化を図ってまいります。 

 また、統合的リスク管理態勢の強化に向け、リスク管理手法の高度化を図ってまいります。 

 

 当社は、平成 30 年 3 月に創業 130 周年（注 12）を迎えます。今後も、中期経営計画「ＳＨＩＮＫＡ」

を着実に実行することにより、お客様から信頼され、選ばれ続ける会社を目指してまいります。 

 

(注 12)明治 21 年の創業から 130 周年を迎えるにあたり、「まごころ、ずっと、未来へ」をスローガンに、「お客様へ

の感謝」と「社会への貢献」をコンセプトとした取組みを展開してまいります。 
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(2) 財産および損益の状況の推移 

 

区    分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

年 
度 
末 
保
有
契 
約 
高 

 億円 億円 億円 億円 

個 人 保 険 236,561 217,476 199,116 181,705 

個 人 年 金 保 険 30,738 29,360 28,171 26,820 

団 体 保 険 13,532 13,516 13,310 13,286 

団 体 年 金 保 険 226 211 197 187 

そ の 他 の 保 険 1,121 1,096 1,070 1,043 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

保 険 料 等 収 入 411,466 405,995 401,499 383,776 

資 産 運 用 収 益 174,832 157,682 128,024 161,263 

保 険 金 等 支 払 金 464,510 460,069 466,742 463,808 

経 常 利 益 52,900 50,633 14,808 38,986 

当 期 純 剰 余 49,859 37,230 17,552 29,263 

社員配当準備金繰入額 1,366 1,940 1,767 1,519 

総 資 産 5,625,987 5,631,306 5,524,175 5,398,207 

注 1．保有契約高とは、保有している契約の死亡保険金額等の保障額の総額をいいます。 

2． 個人保険および個人年金保険の年度末年換算保険料の推移は、次のとおりです。 

区    分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

 億円 億円 億円 億円 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

3,809   

1,714 

3,740 

1,701 

3,721 

1,667 

3,764 

1,594 

 

(3) 支社等および代理店の状況 

 

 

 

区    分 前 期 末 当 期 末 当 期 増 減 

 店 店 店 

統 括 本 部 1  1 0 

統 括 支 社 6  6 0 

支 社 51  51 0 

営 業 所 643  640 △3 
    

計 701  698 △3 

代 理 店 929  1,400 471 

計 1,630  2,098 468 
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(4) 使用人の状況 

 区  分 前 期 末 当 期 末 当期増減 
当 期 末 現 在 

平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額 

 名 名 名 歳 年 千円 

内 務 職 員 4,363  4,327  △36 45 18 396 

営 業 職 員 12,098 12,122 24 50   

 注 1. 平均給与月額は、平成 29 年 3月の税込基準給与月額で示しています。 

2. 営業職員数には、募集代理店およびその使用人の数は含んでいません。 

 
 

(5) 主要な借入先の状況 

借入先 借入金残高 

 

株式会社りそな銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

三井住友信託銀行株式会社 

株式会社新生銀行 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

伊藤忠トレジャリー株式会社 

株式会社京葉銀行 

株式会社徳島銀行 

百万円 

35,000 

24,000 

20,000 

10,000 

3,000 

2,000 

2,000 

1,000 

注. 借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金です。 

 
 

(6) 資金調達の状況 

 平成 28年 8月に基金 110 億円を再募集しました。 

 平成 29年 1月に海外市場において米ドル建永久劣後特約付社債 3.5 億米ドル（約 403 億円）を

発行しました。 

 平成 29年 3月に劣後ローン 20 億円を調達しました。 
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(7) 設備投資の状況 

① 設備投資の総額 

設備投資の総額 

当該事業年度に実施した設備投資の総額は 26,141 百万円で、 

その主なものは次のとおりです。 

 土地・建物          7,507 百万円 

 ソフトウェア         6,860 百万円 

  注. 設備投資の総額は、有形固定資産および無形固定資産の当期増加額の合計です。 

 

② 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

 

(8) 重要な子会社等の状況 

会   社   名 所 在 地 
主 要 な 

事業内容 
設立年月日 資本金 

当社が有

する子会

社等の議

決権比率 

    百万円 % 

㈱インフォテクノ朝日 東京都多摩市 
ソフトウェア 
の 開 発 

昭 58. 4. 1 50 100.0 

朝日ライフアセットマネジメント㈱ 東京都杉並区 
投 資 運 用 
投 資 助 言 

昭 60. 7. 6 3,000 100.0 

朝日エヌベスト投資顧問㈱ 東京都杉並区 投 資 助 言 平 11. 6. 9 50 
0 

（51.0） 

  注. 当社が有する子会社等の議決権比率欄の（  ）の数字は、間接出資に係る議決権を含めた割合です。 

 

 

(9) 事業の譲渡・譲受け等の状況  

該当事項はありません。 

 

 

(10) その他保険会社の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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２．会社役員に関する事項 

(1) 会社役員の状況 

（年度末現在） 

氏   名 地位および担当 重要な兼職 その他 

佐藤 美樹 代表取締役社長 

横浜ゴム株式会社 
株式会社ＡＤＥＫＡ 
富士電機株式会社 
富士急行株式会社 

社外監査役 
社外監査役 
社外監査役 
社外取締役 

 

山下 雅之 
代表取締役専務執行役員 

リスク管理統括部 コンプライアンス統括部 担当 

ラサ工業株式会社 
古河機械金属株式会社 

社外取締役 
社外監査役 

 

木村 博紀 
取締役常務執行役員 

経営企画部 主計部 担当 

関東電化工業株式会社 
日本ピストンリング株式会社 

社外監査役 
社外監査役 

 

池田  潔 

取締役常務執行役員 

営業総局長 兼 特命首都圏強化担当 

営業管理部 採用育成部 担当 

   

菊池 達也 
取締役常務執行役員 

総務部 人事部 人事総務部 担当  
ニチモウ株式会社 社外取締役  

多々良裕志 
取締役常務執行役員 

本社営業本部長 
第一工業製薬株式会社 社外取締役  

井口 泰広 
取締役執行役員 

代理店事業本部長 
黒田精工株式会社 社外監査役  

川合 正矩 取締役（社外役員） 
日本通運株式会社 
日本貨物鉄道株式会社 

代表取締役会長 
社外取締役  

大矢 和子 取締役（社外役員） 

公益財団法人資生堂社会福祉事業財団 
株式会社エムティーアイ 
株式会社イオンファンタジー 
株式会社ミライト 

理事長 
社外監査役 
社外取締役 
社外監査役 

 

塚本 隆史 取締役（社外役員） みずほフィナンシャルグループ 常任顧問  

井上 義久 監査役（常勤） 株式会社東京ドーム 社外取締役 
平成 28 年
7 月 5 日辞
任 

染川 博行 監査役（常勤）    

広坂  浩 監査役（常勤）    

古河潤之助 監査役（社外役員） 古河電気工業株式会社 名誉顧問  

町田 幸雄 監査役（社外役員） 
町田幸雄法律事務所 
株式会社みずほ銀行 
鹿島建設株式会社 

弁護士 
社外取締役 
社外監査役 

 

小林 栄三 監査役（社外役員） 

伊藤忠商事株式会社 
オムロン株式会社 
日本航空株式会社 
株式会社日本取引所グループ 

会長 
社外取締役 
社外取締役 
社外取締役 
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 注. 取締役兼務者を除く各執行役員は次のとおりです。 

（年度末現在） 

氏   名 地位および担当 その他 

   

宮沢  聡 常務執行役員 新都心統括支社長(ブロック支社長)  

船津 一浩 常務執行役員 本社営業本部 東京統括本部長  

峰島  正 執行役員   札幌支社長(ブロック支社長)  

蝦名 尚樹 執行役員   名古屋統括支社長(ブロック支社長)  

米田 忠志 
執行役員   事務企画部 契約医務部 お客様サービス部  
        保険金部 企業保険部 情報システム企画部 担当 
 

 

清田 能幹 執行役員   大阪統括支社長(ブロック支社長)  

浜野 拓将 執行役員   営業企画部 商品開発部 担当  

藤岡 通浩 執行役員   資産運用企画部 証券運用部 担当  

芝田 俊之 執行役員   東京東統括支社長  

元田 亮一 執行役員   横浜統括支社長  

平野 正人 執行役員   東京西統括支社長  

鹿島田耕一 執行役員   茨城支社長(ブロック支社長)  

大塚 康弘 執行役員   財務部 不動産部 担当  
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(2) 会社役員に対する報酬等 

区 分 支給人数 報酬等 

 

取締役 

監査役 

名 

13 

6 

百万円 

年額 240 

年額  68 

計 19 年額 308 

注 1．総代会で定められた報酬限度額は次のとおりです。 

取締役 年額 650 百万円 

監査役 年額 120 百万円 

2．上記の報酬等の額には、平成 28 年 7月 5日に退任した取締役 3名および監査役 1名の報酬が含まれていま

す。 

3．取締役の報酬等については、以下にもとづき、任意に設置した指名・報酬委員会で審議のうえ、取締役会に

おいて決定することとしています。 

(1)取締役（社外取締役を除く）の報酬は、固定報酬部分および変動報酬部分で構成し、変動報酬部分は、

会社業績・組織業績・個人貢献度等を反映します。 

(2)社外取締役を含む非常勤取締役の報酬は、固定報酬とします。 

 

(3) 責任限定契約 

氏   名 責任限定契約の内容の概要 

川合 正矩（社外取締役） 

本契約の締結により、社外取締役および社外監査役は、保険業法第 

53 条の 33 第 1 項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ

重大な過失がないときは、金 300 万円または保険業法第 53条の 36 で

準用する会社法第425条第1項に定める最低責任限度額のいずれか高

い額を限度として損害賠償責任を負担するものとしています。 

大矢 和子（社外取締役） 

塚本 隆史（社外取締役） 

古河潤之助（社外監査役） 

町田 幸雄（社外監査役） 

小林 栄三（社外監査役） 
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３．社外役員に関する事項 

(1) 社外役員の兼職その他の状況 

氏  名 兼職その他の状況 

川合 正矩 

（取締役） 

日本通運株式会社の代表取締役会長であり、当社は同社と保険および融資の取引があ
るほか、同社の株式を保有しています。また、当社は同社から基金の拠出を受けてい
ます。 
日本貨物鉄道株式会社の社外取締役であります。 

大矢 和子 

（取締役） 

公益財団法人資生堂社会福祉事業財団の理事長であります。 
株式会社エムティーアイの社外監査役であります。 
株式会社イオンファンタジーの社外取締役であります。 
株式会社ミライトの社外監査役であります。 

塚本 隆史 

（取締役） 

みずほフィナンシャルグループの常任顧問であり、株式会社みずほフィナンシャルグ
ループおよび株式会社みずほ銀行の常任顧問であります。 
当社は、株式会社みずほフィナンシャルグループと保険の取引があるほか、同社の株
式および債券を保有しています。 
当社は、株式会社みずほ銀行と保険および融資の取引があるほか、同社の債券を保有
しています。また、当社は同社から基金の拠出を受けています。 

古河潤之助 

（監査役） 

古河電気工業株式会社の名誉顧問であり、当社は同社と保険および融資の取引がある
ほか、同社の株式を保有しています。また、当社は同社から基金の拠出を受けていま
す。 

町田 幸雄 

（監査役） 

町田幸雄法律事務所の弁護士であります。 
株式会社みずほ銀行の社外取締役であり、当社は同社と保険および融資の取引がある
ほか、同社の債券を保有しています。また、当社は同社から基金の拠出を受けていま
す。 
鹿島建設株式会社の社外監査役であり、当社は同社と保険の取引があるほか、同社の
株式を保有しています。 

小林 栄三 

（監査役） 

伊藤忠商事株式会社の会長であり、当社は同社と保険および融資の取引があるほか、
同社の株式を保有しています。 
オムロン株式会社の社外取締役であり、当社は同社の株式を保有しています。 
日本航空株式会社の社外取締役であり、当社は同社の株式を保有しています。 
株式会社日本取引所グループの社外取締役であり、当社は同社の株式を保有していま
す。 
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(2) 社外役員の主な活動状況 

 

(3) 社外役員に対する報酬等 

 支給人数 
保険会社からの 

報酬等 

保険会社の親会社等 

からの報酬等 

報酬等合計 

名 

7 

百万円 

41 

百万円 

- 

注．上記の報酬等の額には、平成 28 年 7月 5日に退任した取締役 1名の報酬が含まれています。 

(4) 社外役員の意見 

該当事項はありません。 

 

 

 

氏   名 在任期間 
取締役会への 

出席状況 

取締役会における発言 

その他の活動状況 

川合 正矩 

（取締役） 
5 年 9 カ月 

（平成 23 年７月就任） 
取締役会 15 回開催 

 うち 12 回出席 

企業経営者としての経験を踏まえ、商品開発や内

部監査等について幅広い見地から発言を行って

います。 

大矢 和子 

（取締役） 

3 年 9 カ月 
（平成 25 年７月就任） 

取締役会 15 回開催 

 うち 15 回出席 

企業経営者としての経験を踏まえ、お客様対応や

リスク管理等について幅広い見地から発言を行

っています。 

塚本 隆史 

（取締役） 
9 カ月 

（平成 28年 7月就任） 
取締役会 12 回開催 

 うち 12 回出席 

企業経営者としての経験を踏まえ、資本政策や資

産運用等について幅広い見地から発言を行って

います。 

古河潤之助 

（監査役） 
13 年 9 カ月 

（平成 15 年７月就任） 

取締役会 15 回開催 

 うち 15 回出席 

監査役会 8回開催 

 うち 8回出席 

企業経営者としての経験を踏まえ、経営の意思決

定の妥当性や適正性を確保するための発言を行

っています。 

町田 幸雄 

（監査役） 
10 年 9 カ月 

（平成 18 年７月就任） 

取締役会 15 回開催 

 うち 15 回出席 

監査役会 8回開催 

 うち 8回出席 

弁護士としての専門的見地から、経営の意思決定

の妥当性や適正性を確保するための発言を行っ

ています。 

小林 栄三 

（監査役） 
6 年 9 カ月 

（平成 22 年７月就任） 

取締役会 15 回開催 

 うち 12 回出席 

監査役会 8回開催 

 うち 7回出席 

企業経営者としての経験を踏まえ、経営の意思決

定の妥当性や適正性を確保するための発言を行

っています。 



 

 18 

４．基金に関する事項 

(1) 基金拠出額 

  126,000 百万円 

(2) 当年度末基金拠出者数 

  15 名 

(3) 基金拠出者 

基金拠出者の氏名または名称 
当社への基金拠出状況 

基金拠出額 基金拠出割合 

 百万円 ％ 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 84,000  66.7   

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 10,000  7.9   

株 式 会 社 新 生 銀 行 10,000  7.9    

日 本 通 運 株 式 会 社 4,000  3.2    

富 士 通 株 式 会 社 4,000  3.2    

古 河 電 気 工 業 株 式 会 社 4,000  3.2    

伊藤忠トレジャリー株式会社 2,000  1.6    

株 式 会 社 Ａ Ｄ Ｅ Ｋ Ａ 1,000  0.8    

株 式 会 社 ト マ ト 銀 行 1,000  0.8    

西 京 リ ー ス 株 式 会 社 1,000  0.8    

日 本 軽 金 属 株 式 会 社 1,000  0.8    

日 本 ゼ オ ン 株 式 会 社 1,000  0.8    

富 士 電 機 株 式 会 社 1,000  0.8    

古 河 機 械 金 属 株 式 会 社 1,000  0.8    

横 浜 ゴ ム 株 式 会 社 1,000  0.8    

注．伊藤忠商事株式会社は、伊藤忠トレジャリー株式会社に対し、平成 29 年 3 月 17 日に基金に関する権利を譲渡

しています。 
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５．会計監査人に関する事項 

(1) 会計監査人の状況 

氏名または名称 
当該事業年度に

係る報酬等 
その他 

新日本有限責任監査法人 

 指定有限責任社員 

  木村 修 

 指定有限責任社員 

  臼倉 健司 

133 百万円 

 

（うち会計監査人

監査に対する報酬

等 90 百万円） 

①監査役会が会計監査人監査に対する報酬等に

ついて同意をした理由は、注 2のとおりです。 

②会計監査人監査以外に委託した業務の内容は、

以下のとおりです。 

 ・米ドル建永久劣後特約付社債の発行に関連す

る監査業務等 

 ・システムリスク管理態勢の調査業務（非監査

業務） 

③過去 2年間に受けた業務停止処分等に係る事

項は、注 3のとおりです。 

 注 1. 当社および当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額は 176 百万円です。 

2. 当社の監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積もりの算定根

拠などが適切であるかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断

をしています。 

3. 金融庁が平成 27 年 12 月 22 日に公表した同監査法人に対する業務停止処分等に係る事項は、以下のとおり

です。 

（1）処分の内容 

①契約の新規の締結に関する業務の停止 平成 28 年 1月 1日から同年 3月 31 日までの 3ヵ月 

②業務改善命令（業務管理体制の改善） 

（2）処分理由 

①他社の財務書類の監査において、同監査法人に所属する一部の公認会計士が、相当の注意を怠り、重

大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものとして証明した。 

②同監査法人の運営が著しく不当と認められた。 

 

(2) 責任限定契約 

氏名または名称 責任限定契約の内容の概要 

新日本有限責任監査法人 

本契約の締結により、会計監査人は、保険業法第 53 条の 33第 

1 項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失

がないときは、保険業法第 53 条の 36 で準用する会社法第 425 条

第 1 項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担

するものとしています。 

 

 

(3) 会計監査人に関するその他の事項 

 

① 当社の監査役会では、会計監査人が保険業法第 53 条の 9 第 1 項の各号に定める項目に該当

すると判断した場合には、会計監査人を解任とする方針です。 

また、会計監査人が職務を適正かつ適切に遂行することが困難と認められる場合には、解任

または不再任の議案を総代会に提出する方針です。 
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② 当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する

資格を有する者を含む。）が、当社の重要な子法人等の計算関係書類（これに相当するもの

を含む。）の監査（会社法または金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含

む。）の規定によるものに限る。）をしている事実はありません。 

 

 

６．業務の適正を確保するための体制 

 

 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。 

 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

 当社は、業務の適正を確保するため、コンプライアンス体制やリスク管理体制などの内部統制

システムの基本方針を次のとおり策定しています（平成 18年 5月 8日取締役会決定）。 

 

① 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

当社は、「法令、社内規程および社会的規範を遵守すること」、すなわちコンプライアンス

を経営の最重要課題のひとつとして位置づけ、コンプライアンスの企業文化としての定着を

図るため、次の体制を構築することとする。 

ア. 社長を議長とし、経営会議メンバーおよび社外弁護士を構成員とする「コンプライアン

ス会議」を設置し、コンプライアンスについての協議を行うとともに、事業年度ごとに

コンプライアンスの実行計画を策定し、その推進状況を定期的に検証する。 

イ. 全役職員が具体的に遵守すべき規準を制定し、「コンプライアンスマニュアル」等によ

り、全役職員への周知・徹底を図る。 

ウ. 各所属において所属長をコンプライアンス推進の責任者と位置づけるとともに、コンプ

ライアンスの統括部署が全社のコンプライアンスに関する具体的な取組みを横断的に

統括し、各所属のコンプライアンス推進状況の確認や改善指導を行う。 

エ. 市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関

と緊密に連携のうえ、毅然とした姿勢で組織的に対応し、関係遮断の徹底を図る。 

オ. 職員等から不正行為の通報を受け付ける社内相談窓口および弁護士を窓口とする社外

相談窓口を設置することとし、通報者に対する不利益処分等は行わない。 

なお、他の業務執行部門から独立した内部監査部による内部監査を通じて、各組織の内部管

理態勢の適切性・有効性を検証する。 

 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

当社は、法令・社内規程にもとづき、取締役会議事録、経営会議議事録その他取締役の職務

の執行に係る情報を適切に保存し、管理する。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、リスク管理を経営の最重要課題のひとつとして位置づけ、リスク管理体制の整備・

強化を図る。 

このため、全社的なリスク管理の方針を制定し、当社が管理するリスクを特定したうえで、

管理手法や管理体制等を定める。 
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また、緊急事態が発生した場合に、迅速な対応を行うための体制を整備する。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、取締役会において、経営計画等の会社経営の基本事項を決定するとともに、定期的

に業務執行状況の報告を受けること等を通じて、取締役の職務執行の監督等を行う。 

また、経営会議において、取締役会付議事項の立案および取締役会から委任された事項の決

定を行い、業務執行上の迅速な意思決定を行う。 

取締役会および経営会議付議事項ならびに業務分掌については、「取締役会規則」および「職

務権限規程」に明記し、取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われる体制とする。 

 

⑤ 財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社は、財務諸表作成に係る内部統制システムを整備・運用し、評価することにより、財務

諸表の記載内容の適正性を担保し、財務報告の信頼性の確保を図る。 

 

⑥ 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 

当社は、実質子会社の業務の健全かつ適切な遂行の確保を目的に、次の体制を構築すること

とする。 

ア. 実質子会社が、各社の規模・特性を踏まえた取締役・使用人の職務の執行が法令および

定款に適合することを確保するための体制、損失の危機の管理に関する規程その他の体

制、および実質子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われる体制の整備・強化を

図るよう管理・指導する。 

イ. 実質子会社の取締役等の職務の執行に係る事項を当社に報告する体制を整備する。 

ウ. 実質子会社の管理・指導を行う社内規程を定め、健全性の確保等に努める。 

エ. 当社より非常勤取締役・監査役を派遣し、経営状況等のチェックを行うとともに、定期

的に内部監査部門による検証を行う。 

 

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項 

当社は、監査役会に直属する組織として監査役室を設置し、監査役の監査業務を補佐する専

属の使用人を置く。当該使用人は、取締役の指揮・監督を受けず、監査役の指揮命令下、そ

の職務を遂行し、監査役に対してその責任を負う。 

また、監査役の当該使用人に対する指揮命令が実効的に行われるために、必要な知識と経験

を備えた者を継続的に配置するとともに、当該使用人の人事異動、勤務考課および懲戒処分

については、監査役会が指名する監査役の同意を必要とする。なお、監査役室には若干名の

兼務者を配置し、必要あるときは、監査役の補助業務を担当させる。 

 

⑧ 監査役への報告体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための

体制 

当社は、当社の取締役または使用人および実質子会社の取締役、監査役、使用人が、法令に

定める事項に加え、経営上重大な影響を及ぼすおそれのある事実を発見または報告を受けた

場合に、直ちに監査役に報告する体制を整備するとともに、当該報告をした者に対する不利

益処分等は行わない。 
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また、代表取締役は、監査役会と定期的に意見交換会を開催し、意思の疎通を図り、その他

の取締役も積極的に監査役との意見交換を行う。 

なお、円滑かつ実効的な監査活動のために、監査役会と会計監査人、内部監査部門等の連携

に配慮する。また、監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理については、監

査役からの求めに応じる体制とする。 

 

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当社は、「内部統制システムの基本方針」にもとづき、業務の適正を確保するために必要なコン

プライアンス体制やリスク管理体制等を整備し、運用しています。 

 反社会的勢力との関係遮断に向けた態勢については、定期的なスクリーニングの実施や警察等

の外部専門機関との緊密な連携等により、引き続き強化を図っています。 

 また、財務報告に係る内部統制の有効性を評価した「内部統制報告書」を自主的に作成し、監

査法人による監査を受けるとともに、その内容を公表しています。 

 平成 28年度は、改正保険業法の施行に伴う意向把握義務や情報提供義務等に関する体制整備の

徹底を通じて、適正な保険募集が行われるための取組みを推進しました。また、経営戦略と統合

的リスク管理を一体的に推進するため、「リスクとソルベンシーの自己評価（ＯＲＳＡ）」等に引

き続き取り組みました。 

 内部監査を通じた内部管理態勢の検証については、不祥事故防止に向けた管理態勢や高齢のお

客様に対する保険募集管理態勢等を重点監査項目等として設定し、その適切性を検証しています。

また、代表取締役は、監査役との意見交換を行うなど、監査役の監査が実効的に行われる体制と

しています。 

 上記の取組みにより、当社の内部統制システムは有効に機能し、業務の適正を確保しています。 

 

 

７．その他 

(1) 平成 28 年 5 月 9 日、公益財団法人朝日生命成人病研究所に対し、4,000 万円を寄付しまし

た。 

(2) 平成 28年 7月 5 日、第 69回定時総代会において、取締役に佐藤美樹、山下雅之、木村博紀、

池田潔、菊池達也、川合正矩、大矢和子の各氏が再任され、新たに多々良裕志、井口泰広、塚

本隆史の各氏が選任され、それぞれ就任しました。また、監査役に新たに広坂浩氏が選任され、

就任しました。 

(3) 平成 28 年 7 月 5 日、取締役会の決議により、代表取締役に佐藤美樹、山下雅之の両氏が再

選され、それぞれ就任しました。また、社長に佐藤美樹氏が再選され、就任しました。 

(4) 平成 28 年 7 月 5 日、監査役会の決議により、常勤の監査役に染川博行氏が再選され、新た

に広坂浩氏が選定され、それぞれ就任しました。 

(5) 平成 29年 1月 27 日、取締役会の決議により、代表取締役に木村博紀氏が選定され、同年 4

月 1日から就任することとなりました。また、会長に佐藤美樹氏が、社長に木村博紀氏が選定

され、それぞれ同年 4月 1日から就任することとなりました。 

(6) 本年度末における社員総数 2,067,991 名、総代数は 147 名です。 



 

（単位：百万円）

金 額  金 額

32,100         4,768,371      

260            　 27,364         

31,840         4,700,145      

122,000        40,861         

33,202         127            

4,152,349      40,349         

1,929,361      138,429        

55,807         97,000         

916,978        1,435          

293,841        5,143          

878,872        8,053          

77,487         192            

557,761        364            

57,577         18,171         

500,184        1,382          

406,105        4,190          

232,995        2,015          

167,527        240            

2,015          238            

1,033          37,307         

2,531          36,580         

33,521         18,091         

14,647         14             

18,874         

194            5,039,270      

38,719         

3,307           126,000        

3,046          131,000        

17,040         281            

3,423          76,313         

8,005          242            

2,482          76,071         

194            基 金 償 却 準 備 金 36,000         

1,218          社員配当平衡積立金 8,718          

22,725         当 期 未 処 分 剰 余 金 31,353         

14             333,595        

△ 487  71,104         

△ 45,762  

25,341         

358,937        

5,398,207      5,398,207      

純資産の部合計

資 産 の 部 合 計 負債および純資産の部合計

貸 倒 引 当 金 その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

支 払 承 諾 見 返 基 金 等 合 計

未 収 収 益 再 評 価 積 立 金

預 託 金 剰 余 金

金 融 派 生 商 品 損 失 塡 補 準 備 金

金融商品等差入担保金 そ の 他 剰 余 金

仮 払 金

そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 資 産 （ 純 資 産 の 部 ）

未 収 金 基 金

前 払 費 用 基 金 償 却 積 立 金

ソ フ ト ウ ェ ア 支 払 承 諾

その他の無形固定資産

再 保 険 貸 負債の部合計

建 設 仮 勘 定 退 職 給 付 引 当 金

その他の有形固定資産 価 格 変 動 準 備 金

無 形 固 定 資 産 再評価に係る繰延税金負債

土 地 リ ー ス 債 務

建 物 資 産 除 去 債 務

リ ー ス 資 産 仮 受 金

保 険 約 款 貸 付 預 り 保 証 金

一 般 貸 付 金 融 派 生 商 品

有 形 固 定 資 産 金融商品等受入担保金

外 国 証 券 未 払 費 用

そ の 他 の 証 券 前 受 収 益

貸 付 金 預 り 金

地 方 債 借 入 金

社 債 未 払 法 人 税 等

株 式 未 払 金

買 入 金 銭 債 権 再 保 険 借

有 価 証 券 社 債

国 債 そ の 他 負 債

現 金 支 払 備 金

預 貯 金 責 任 準 備 金

コ ー ル ロ ー ン 社 員 配 当 準 備 金

現 金 お よ び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

Ⅱ．平成28年度　(平成29年3月31日現在）　貸借対照表

科 目 科 目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
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注１．  有価証券（現金および預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評

価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有

目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任

準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第２１号）にもとづく責任準備金対応債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、子会社株式および関連会社株式（保険業法第２条第１２項

に規定する子会社および保険業法施行令第１３条の５の２第３項に規定する子法人等

のうち子会社を除いたものおよび同法施行令第１３条の５の２第４項に規定する関連

法人等が発行する株式をいう）については原価法、その他有価証券のうち時価のあるも

のについては３月末日の市場価格等（国内株式、国内株価指数連動型上場投資信託、国

内上場不動産投資信託、外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外

貨建債券（ヘッジ分を除く）は３月中の市場価格等の平均）にもとづく時価法（売却原

価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについて

は取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均

法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価

法によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法

により処理しております。 

 

２．  個人保険・個人年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に

対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有す

るものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び

監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）にもとづき、

責任準備金対応債券に区分しております。 

責任準備金対応債券の当期末における貸借対照表価額は、２，１６１，９５７百万円、

時価は、２，４９４，２５７百万円であります。 

 

なお、当期より、個人保険・個人年金保険（利率変動積立型終身保険・利率変動型積立

保険および平成２４年４月２日以降契約の新一時払個人年金保険を除く）に対する小区

分につき、負債対応型ポートフォリオに段階的に移行するため、負債デュレーション算

出の前提となる負債キャッシュ・フローを「将来２５年分」から「将来３０年分」に変

更しております。 

この変更による、貸借対照表および損益計算書への影響はありません。 
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 ３．  デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

４．  土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）にもとづき、事

業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 

再評価を行った年月日              平成１３年３月３１日 

 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条

第１号に定める地価公示法の規定により公示された価格に奥行補正等の合理的な調整

を行って算定または同施行令第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価に時

点修正を行って算定。 

 

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当年度末における時価の合計額

と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

６，５２５百万円 

 

５．  有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。 

 

・リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

６．  外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

なお、その他有価証券のうち時価のある外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を

除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は、３月中の平均為替相場により円換算し

ております。 
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７．  貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計上して

おります。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」

という）に対する債権および実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」

という）に対する債権については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額

および保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら

れる債務者（以下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の

回収可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の

支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準にもとづき、関連部署が資産査定を実施し、当該

部署から独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果にもとづいて

上記の引当を行っております。 

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担

保の評価額および保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能

見込額として債権額から直接減額しており、その金額は２１５百万円であります。 

 

８．  退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額にもとづき、計上しております。 

退職給付債務ならびに退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

 

 退職給付見込額の期間帰属方法  給付算定式基準 

 数理計算上の差異の処理年数   翌期より７年   

 過去勤務費用の処理年数      発生年度全額処理 

 

９．  価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定にもとづき算出した額を計上しておりま

す。 
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１０．  ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）に従い、

貸付金に対するキャッシュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジおよび金利スワップの特

例処理、外貨建債券および外貨建投資信託の一部にかかる為替変動リスクのヘッジとし

て時価ヘッジ、外貨建社債に対する為替変動リスクのヘッジとして通貨スワップの振当

処理、その他の外貨建取引等については為替の振当処理を行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動またはキャッシ

ュ・フロー変動を比較する比率分析によっております。 

 

１１．  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にか

かる控除対象外消費税等のうち、法人税法に規定する繰延消費税等については、前払費

用に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度の費用

に計上しております。 

 

１２． 

 

 

 

  

 

 

（１） 

 

（２） 

 

責任準備金は、保険業法第１１６条の規定にもとづく準備金であり、保険料積立金につ

いては次の方式により計算しております。 

標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示

第４８号） 

標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

１３．  無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期

間にもとづく定額法により行っております。 

 

１４．  当期より、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 

２６号）を適用しております。 
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１５． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用

は、保険商品ごとの負債特性に応じ、以下の方針で行っております。 

・利率変動積立型終身保険・利率変動型積立保険・平成２４年４月２日以降契約の新

一時払個人年金保険については、資産と負債のデュレーションを一致させ金利変動

リスクを回避することを目指す「マッチング型ＡＬＭ」による国内公社債中心の運

用を行っております。 

・上記以外の個人保険・個人年金保険については、国内公社債・貸付金等の円金利資

産をポートフォリオの中核として保険負債の特性に対応した運用を行いつつ、国内

株式・外国証券・不動産等へ一定程度資産配分することにより、収益性の向上に取

り組んでおります。 

また、デリバティブ取引については、主に保有している有価証券が持つ価格変動リスク、

為替変動リスク等および社債が持つ為替変動リスクを回避（ヘッジ）することを目的に

活用しております。 

なお、主な金融商品として、有価証券は価格変動リスク、為替変動リスク等の市場リス

クおよび信用リスク、貸付金は信用リスクおよび為替変動リスク、デリバティブ取引は、

市場リスクおよび信用リスクに晒されております。 

市場リスクの管理にあたっては、ＶａＲ法による有価証券等のリスク量の定量的な管理

と、市場環境が悪化するシナリオを想定し、当社ポートフォリオへの影響を分析するス

トレステストや感応度分析による管理を併用し、許容されるリスクの範囲内で適切な資

産配分を行っております。信用リスクの管理にあたっては、取引先の信用度に応じた社

内信用格付の付与や、個別取引ごとの事前の厳正な審査、事後のフォロー等を実施する

体制を敷くとともに、信用リスクが特定の企業・グループに集中することを防止するた

め、信用リスクの程度に応じた与信枠の設定を通じた管理を行っており、リスク量を許

容範囲内にコントロールしております。 
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主な金融資産および金融負債にかかる貸借対照表価額、時価およびこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。 

     

（単位：百万円） 

    貸借対照表価額 時価 差額 

現金および預貯金 32,100 32,100 - 

コールローン 122,000 122,000 - 

買入金銭債権  33,202 36,880 3,677 

  売買目的有価証券   - - - 

  満期保有目的の債券   33,202 36,880 3,677 

  責任準備金対応債券   - - - 

  その他有価証券   - - - 

有価証券  4,031,232 4,405,471 374,239 

  売買目的有価証券   27,242 27,242 - 

  満期保有目的の債券   338,076 380,015 41,939 

  責任準備金対応債券   2,161,957 2,494,257 332,299 

  その他有価証券   1,503,956 1,503,956 - 

貸付金 557,761 571,768 14,006 

  保険約款貸付   57,577 57,577 - 

  一般貸付   500,184 514,191 14,006 

資産計 4,776,297 5,168,221 391,923 

社債   40,349 42,854 2,505 

借入金     97,000 96,715 △ 284 

負債計 137,349 139,569 2,220 

金融派生商品  6,622 6,622 - 

  ヘッジ会計が適用されていないもの  1,241 1,241 - 

  ヘッジ会計が適用されているもの  5,381 5,381 - 

*デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

( ）で示しております。 
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（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

 

 

（４） 

有価証券（預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

第１０号）にもとづく有価証券として取扱うものを含む） 

・市場価格のある有価証券 

①その他有価証券の時価は、３月末日の市場価格等（国内株式、国内株価指数連動

型上場投資信託、国内上場不動産投資信託、外国株価指数連動型上場投資信託（ヘ

ッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は３月中の市場価格等の平

均）によっております。 

②上記以外の有価証券の時価は、３月末日の市場価格等によっております。 

・市場価格のない有価証券 

非上場株式等（子会社・関連会社を含む）については時価を把握することが極めて

困難と認められるものであるため、有価証券に含めておりません。当該非上場株式

等の当期末における貸借対照表価額は、１２１，１１６百万円であります。 

 

貸付金および借入金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を

設けておらず、返済見込み期間および金利条件等から、時価は帳簿価額と近似してい

るものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

一般貸付・借入金については、主に、元利金の合計額を、信用リスクに見合った利率

で割り引いた価格を時価としております。なお、破綻懸念先、実質破綻先、破綻先に

対する貸付金については、直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価

としております。 

 

社債 

３月末日の市場価格等によっております。 

 

金融派生商品 

①株式オプション取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に

よっております。 

②為替予約取引の時価については、３月末日のＴＴＭ等にもとづき当社で算出した

理論価格によっております。 

③通貨スワップの振当処理を適用しているデリバティブ取引については、ヘッジ対

象とされている社債と一体として処理されているため、その時価は、社債に含め

て記載しております。 
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１６． 

 

 当社では、東京都その他の地域において賃貸用のオフィスビル等を有しており、当期末

における当該賃貸等不動産の貸借対照表価額は、２７１，４０７百万円、時価は、 

２５３，３８４百万円であります。なお、時価の算定にあたっては、主として社外の不

動産鑑定士による不動産鑑定評価書にもとづく金額(指標等を用いて調整を行ったもの

を含む。)によっております。 

 

１７．  

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

（３） 

 

 

 

 

 

貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権および貸付条件緩和債権の

額は、１，１６６百万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

 

貸付金のうち、破綻先債権額は０百万円、延滞債権額は１，０１５百万円であります。

上記取立不能見込額の直接減額は、破綻先債権額２２百万円、延滞債権額１９３百万円

であります。 

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその

他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利

息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付

金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第

３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸付

金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営

再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金で

あります。 

 

貸付金のうち、３カ月以上延滞債権額は１１２百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日

として３カ月以上延滞している貸付金で破綻先債権および延滞債権に該当しない貸付

金であります。 

 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は３８百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取

決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しない

貸付金であります。 
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１８．  有形固定資産の減価償却累計額は２７７，７９８百万円であります。 

 

１９．  特別勘定の資産の額は２９，１９９百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。 

 

２０．  子会社等に対する金銭債権の総額は２７５百万円、金銭債務の総額は１，９４８百万円

であります。 

 

２１．  取締役および監査役に対する金銭債務総額は２０百万円であります。 

 

２２． （１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

繰延税金資産の総額は６２，３４０百万円、繰延税金負債の総額は１８，８１１百万円

であります。 

繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は、２０，８０３百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、 

退職給付引当金        １０，４１７百万円、 

価格変動準備金        １０，２０５百万円、 

減損損失            ８，４２２百万円、 

危険準備金               ８，３９２百万円、 

有価証券評価損          ７，３０５百万円、 

および繰越欠損金         ６，４８４百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、 

その他有価証券の評価差額   １８，０２３百万円であります。 

 

当年度における法定実効税率は２８．１％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の

法人税等の負担率との間の差異の主要な内訳は、評価性引当額の増減△７．９％、基金

利息△４．５％であります。 
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２３．  社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高                    ４４，７２０百万円 

前期剰余金からの繰入額       １，７６７百万円 

当期社員配当金支払額              ５，６６０百万円 

利息による増加等                         ６５百万円 

その他による減少額                      ３１百万円 

当期末現在高                    ４０，８６１百万円 

 

２４．  子会社等の株式は５，０９３百万円であります。 

２５．  担保に供されている資産の額は、有価証券３，７４８百万円であります。 

２６．  保険業法施行規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備

金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は１３０百万円であります。 

 

２７．  保険業法施行規則第３０条第２項に規定する金額は７１，３８６百万円であります。 

２８．  基金１１，０００百万円の償却に伴い、同額の基金償却準備金を保険業法第５６条の規

定による基金償却積立金へ振り替えております。 

 

２９．  保険業法第６０条の規定により基金を１１，０００百万円新たに募集いたしました。 

 

３０．  売却または担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約

で借り入れている有価証券であり、当年度末に当該処分を行わずに所有しているものの

時価は８，２９５百万円であり、担保に差し入れているものはありません。 

 

３１．  貸付金に係るコミットメントライン契約の融資未実行残高は、３,５００百万円であり

ます。 

 

３２．  負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後

特約付社債であります。 

 

３３．  借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借

入金であります。 
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３４．  保険業法第２５９条の規定にもとづく生命保険契約者保護機構に対する当年度末にお

ける当社の今後の負担見積額は、１０，３９１百万円であります。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 

 

３５． 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

 

採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（積立型制度であります。）

および退職一時金制度（非積立型制度でありますが、退職給付信託を設定した結果、

積立型制度となっております。）を設けております。 

 

 （２） 確定給付制度 

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務        ４９，２０９百万円 

勤務費用                １，９９０百万円 

利息費用                  ４９２百万円 

数理計算上の差異の当期発生額       △２５１百万円 

退職給付の支払額           △５，１９０百万円 

期末における退職給付債務          ４６，２５０百万円 

 

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産            ６，８１６百万円 

期待運用収益                 ５８百万円 

数理計算上の差異の当期発生額      １，６９７百万円 

事業主からの拠出額             １２７百万円 

退職給付の支払額              △２０７百万円 

期末における年金資産            ８，４９３百万円 
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③退職給付債務および年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整

表 

積立型制度の退職給付債務        ４６，２５０百万円 

年金資産                △８，４９３百万円 

                          ３７，７５７百万円 

未認識数理計算上の差異           △４４９百万円 

退職給付引当金             ３７，３０７百万円 

 

④退職給付に関連する損益 

勤務費用                  １，９９０百万円 

利息費用                   ４９２百万円 

期待運用収益                 △５８百万円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額      ８９７百万円 

確定給付制度に係る退職給付費用      ３，３２１百万円 

 

⑤年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりであります。 

 

株式              ５４％ 

債券              ７％ 

その他            ３９％ 

合計            １００％ 

 

⑥長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資

産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在および将来期待される

長期の収益率を考慮しております。 

   

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであります。 

  

割引率            １．０％ 

長期期待運用収益率      ０．９％ 

（うち、確定給付企業年金  １．６％） 

 



（単位：百万円）
金 額

679,996                      
383,776                      
383,514                      

262                          
161,263                      
111,199                      
83,449                       
10,250                       
16,485                       
1,013                        
40,389                       

85                           
7,268                        
2,320                        

134,956                      
16,427                       
1,789                        
585                          

114,500                      
1,653                        

641,009                      
463,808                      
135,234                      
128,659                      
97,962                       
94,226                       
7,378                        
346                          
33                           
33                           

41,737                       
4,042                        
11,025                       

16                           
11,264                       

326                          
5,500                        
9,561                        

101,452                      
33,977                       
15,456                       
7,293                        
10,126                       
1,101                        
38,986                       
1,243                        
1,243                        
5,361                        
1,633                        
1,333                        
2,050                        
344                          

34,869                       
3,777                        
1,828                        
5,605                        
29,263                       

法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 剰 余

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
そ の 他 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 剰 余
法 人 税 お よ び 住 民 税

減 損 損 失

そ の 他 の 経 常 費 用
経 常 利 益
特 別 利 益

固 定 資 産 等 処 分 益
特 別 損 失

固 定 資 産 等 処 分 損

減 価 償 却 費

為 替 差 損
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費
そ の 他 運 用 費 用

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金
税 金

金 融 派 生 商 品 費 用

そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額
社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用
支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損

解 約 返 戻 金

保 険 金 据 置 受 入 金
退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額
支 払 備 金 戻 入 額
責 任 準 備 金 戻 入 額
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用
保 険 金 等 支 払 金

保 険 金
年 金
給 付 金

そ の 他 経 常 収 益

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金
貸 付 金 利 息
不 動 産 賃 貸 料
そ の 他 利 息 配 当 金

有 価 証 券 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額
そ の 他 運 用 収 益
特 別 勘 定 資 産 運 用 益

Ⅲ．平成28年度    平成28年 4月 1日から 損益計算書
   平成29年 3月31日まで

科 目
経 常 収 益

保 険 料 等 収 入
保 険 料
再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益
利 息 お よ び 配 当 金 等 収 入

 36
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注１．   子会社等との取引による収益の総額は４３１百万円、費用の総額は９，９９０百万

円であります。 

 

２．  （１） 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

（３） 

有価証券売却益の内訳は、 

国債等債券                ２５，７８７百万円、 

株式等                    ２，７２５百万円、 

外国証券                 １１，８７５百万円であります。 

 

有価証券売却損の内訳は、 

国債等債券                   ２４百万円、 

株式等                      １８４百万円、 

外国証券                 １０，８１６百万円であります。 

 

有価証券評価損の内訳は、 

株式等                       １１百万円、 

外国証券                      ５百万円であります。 

 

３．   責任準備金戻入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金繰入額の金額は４６百

万円であります。 

 

４．   「金融派生商品費用」には、評価損が１２１百万円含まれております。 
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５．   

 

（１） 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

（３） 

 

 

 

 

 

 

当年度における固定資産の減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

 

資産のグルーピング方法 

保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業全体で１つの資産グル

ープとしております。また、賃貸不動産等、遊休不動産等については、それぞれの

物件ごとに１つの資産グループとしております。 

 

減損損失の認識に至った経緯 

不動産市況の悪化等により、一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価

の下落が見られたことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。 

 

減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

用 途 
減 損 損 失 （ 百 万 円 ） 

土 地 建 物 計 

賃貸不動産等 ３５７ ４１８ ７７５ 

遊休不動産等 ４０３ １５４ ５５７ 

合 計 ７６０ ５７２ １，３３３ 
 

     （４）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、

遊休不動産等については正味売却価額を適用しております。なお、使用価値について

は将来キャッシュ・フローを３．６％で割り引いて算定しております。また、正味売

却価額については不動産鑑定評価基準にもとづく評価額または公示価格を基準とした

評価額等から処分費用見込額を差し引いて算定しております。 



平成28年 4月 1日から
平成29年 3月31日まで

（単位：百万円）

基金償却 社員配当平衡 当期未処分
準備金 積立金 剰余金

当期首残高 126,000       120,000       281           219           35,500        10,485        18,163        64,368        310,650       

　            　            　            　            　            　            　            　            　            

基金の募集 11,000        　            　            　            　            　            　            　            11,000        

社員配当準備金の積立 　            　            　            　            　            　            △ 1,767 △ 1,767 △ 1,767 

損失塡補準備金の積立 　            　            　            23            　            　            △ 23 　            　            

基金償却積立金の積立 　            11,000        　            　            △ 11,000 　            　            △ 11,000 　            

基金利息の支払 　            　            　            　            　            　            △ 5,787 △ 5,787 △ 5,787 

当期純剰余 　            　            　            　            　            　            29,263        29,263        29,263        

基金の償却 △ 11,000 　            　            　            　            　            　            　            △ 11,000 

基金償却準備金の積立 　            　            　            　            11,500        　            △ 11,500 　            　            

社員配当平衡積立金の取崩 　            　            　            　            　            △ 1,767 1,767         　            　            

土地再評価差額金の取崩 　            　            　            　            　            　            1,235         1,235         1,235         

基金等以外の項目の
当期変動額（純額）

　            　            　            　            　            　            　            　            　            

当期変動額合計 －            11,000        －            23            500           △ 1,767 13,189        11,944        22,944        

当期末残高 126,000       131,000       281           242           36,000        8,718         31,353        76,313        333,595       

当期首残高 62,953        △ 44,527 18,426        329,077       

　            　            　            　            

基金の募集 　            　            　            11,000        

社員配当準備金の積立 　            　            　            △ 1,767 

損失塡補準備金の積立 　            　            　            　            

基金償却積立金の積立 　            　            　            　            

基金利息の支払 　            　            　            △ 5,787 

当期純剰余 　            　            　            29,263        

基金の償却 　            　            　            △ 11,000 

基金償却準備金の積立 　            　            　            　            

社員配当平衡積立金の取崩 　            　            　            　            

土地再評価差額金の取崩 　            　            　            1,235         

基金等以外の項目の
当期変動額（純額）

8,150         △ 1,235 6,915         6,915         

当期変動額合計 8,150         △ 1,235 6,915         29,859        

当期末残高 71,104        △ 45,762 25,341        358,937       

当期変動額

その他剰余金

剰余金合計

当期変動額

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

Ⅳ．平成28年度 基金等変動計算書

基金等

基金
基金償却
積立金

再評価積立金

剰余金

基金等合計損失塡補
準備金
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会計監査人の監査報告書 謄本 

独立監査人の監査報告書 

平成２９年５月１７日 

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 

 取 締 役 会  御 中 

新日本有限責任監査法人 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士  木 村  修  ㊞
 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士  臼 倉 健 司 ㊞
 

 当監査法人は、保険業法第５４条の４第２項第１号の規定に基づき、朝日生命保険相互会社の
平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの平成２８年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、剰余金処分案、基金等変動計算書及び注記並びにその附属明細書について監査
を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属
明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその
附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部
統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用
方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。 

以  上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
  

監査報告書 

 

 当監査役会は、平成 28 年 4 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日までの平成 28 年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。 

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、

取締役、内部監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び支社等において業

務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社等については、子会社等の取締役及び監

査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社等から事業の報告を受けました。 

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他相互会社及びその子会社等から成る企業グループの業務の適正を確保するため

に必要なものとして保険業法施行規則第 23 条の 8 に定める体制の整備に関する取締役会決議

の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び

使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明いたしました。 

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（保

険業法施行規則第 27 条の 7 各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年

10 月 28 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算書類（貸借対

照表、損益計算書、剰余金処分案及び基金等変動計算書）及びその附属明細書について検討いた

しました。 
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２．監査の結果 

（1）事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事

項は認められません。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

  会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

    平成 29年 5月 23 日 

 

            朝日生命保険相互会社  監査役会 

 

                    監査役（常勤）染 川 博 行㊞ 

                    監査役（常勤）広 坂   浩㊞ 

                    監査役    古 河 潤 之 助㊞ 

                    監査役    町 田 幸 雄㊞ 

                    監査役    小 林 栄 三㊞ 

 

（注）監査役 古河 潤之助、監査役 町田 幸雄及び監査役 小林 栄三は、保険業法第 53条の

5第 3項に定める社外監査役であります。 
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報告事項２ 相互会社制度運営報告の件 

 

 

Ⅰ. 総代の定数および総代の選出方法 

１．総代の定数 

定款の定めにより、総代の任期は 4年で、定数は 150 名としています。総代は、広く社員（ご

契約者）全体の中から偏りなく選出することが必要であり、一方、会議体として総代会を運営

する際には、総代と役員とが質疑応答を通して直接対話が可能な体制を整えることが必要です。

当社の総代の定数は、こうした観点から適正な人数であると考えています。 

 

２．総代の選出方法 

社員の中から総代会で選任された総代候補者選考委員で構成する総代候補者選考委員会が、

総代候補者を選考して推薦に関する公告を行います。社員は、候補者の中に信任を可としない

者がある場合、投票によってその意思を表明します。各候補者は、信任を可としない投票を行

った社員の数が投票権を有する社員の 10 分の 1に満たない場合に、総代として選出されます。 

この方法は、全国の社員の中から地域、職業、年齢に偏りがないように総代を選出するため

に適していると考えています。また、全国各地で開催している「ご契約者懇談会」に出席いた

だいたご契約者から総代候補者を選考するなど、より幅広い社員各層からの選出に努めていま

す。 

なお、平成 29 年 3 月 31 日に総代の半数が任期満了となることから、総代候補者選考委員会

により推薦された 38 名の新任候補者を含む 75 名の総代候補者に対する信任投票を実施した結

果、平成 29 年 4 月 1 日付で 75名全員が就任しました。 

 

Ⅱ. 評議員会 

評議員会は社員および学識経験者等によって構成され、社員から寄せられた会社経営に関する

ご意見・ご提言を審議するほか、取締役会が助言を求めた会社経営に関する事項について審議を

行っています。 

 平成 28年度の評議員会は、以下のとおり開催され、活発な審議が行われました。 

 

１．第 16回評議員会 

(1)開催日   平成 28年 6月 7 日（火） 

(2)議 題 

 ①平成 27 年度決算について 

 ②平成 27 年度ご契約者懇談会開催結果について 

 ③ご契約者懇談会の意見を踏まえた取締役会からの回付事項 

  「女性マーケット開拓に向けた営業職員チャネルにおけるブランド戦略」について 

 ④定款の変更について 
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２．第 17回評議員会 

(1)開催日   平成 28年 12 月 8日（木） 

(2)議 題 

 ①平成 28 年度第 2四半期（上半期）報告について 

 ②「当社の今後の人事戦略」について 

 

Ⅲ. ご契約者懇談会 

広く全国各地のご契約者の皆様からご意見・ご要望を直接お伺いし、会社経営に反映させるこ

と、また、生命保険および当社に関する説明、報告を行うことにより、当社と生命保険について

より深くご理解いただくことを目的として昭和 50年から開催しています。 

平成 28 年度は、平成 28年 12 月から平成 29年 2月にかけて、全国 58 支社で開催し、71 名の総

代を含む 1,188 名のご契約者にご出席いただき、「当社の事業活動や経営戦略」等について説明を

行いました。 

 ご出席された方々よりいただいたご意見・ご要望につきましては、お客様サービスの改善等、

お客様満足の向上のための取組みに反映させています。 
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総 代 会 参 考 書 類 

 

議案および参考事項 

 

決議事項 

 

第１号議案 平成 28 年度剰余金処分案承認の件 

 

当期未処分剰余金は、313 億 5,325 万 6,675 円となりました。 

 

このうち、206 億 322 万 1,196 円を剰余金処分額とし、107 億 5,003 万 5,479 円を次期繰越剰

余金とさせていただきたいと存じます。 

剰余金処分額 206 億 322 万 1,196 円のうち、15億 1,937 万 5,796 円を社員配当準備金に繰り

入れ、その残額の差引純剰余金 190 億 8,384 万 5,400 円につきましては、保険業法の規定に基

づき損失塡補準備金として 2,400 万円を積み立てるほか、基金利息として 54 億 9,984 万 5,400

円を充当し、任意積立金として基金償却準備金を 126 億円、社員配当平衡積立金を 9 億 6,000

万円積み立てさせていただきたいと存じます。 

 

 

 

平成 28 年度                   剰余金処分案 

（単位：円） 

科         目 金      額 

  当 期 未 処 分 剰 余 金   31,353,256,675  

 剰 余 金 処 分 額  20,603,221,196  

  社 員 配 当 準 備 金  1,519,375,796  

  差 引 純 剰 余 金  19,083,845,400  

   損 失 塡 補 準 備 金  24,000,000  

   基 金 利 息  5,499,845,400  

   任 意 積 立 金  13,560,000,000  

    基 金 償 却 準 備 金  12,600,000,000  

   社 員 配 当 平 衡 積 立 金  960,000,000  

  次 期 繰 越 剰 余 金   10,750,035,479  

 

平成 28 年 4月 1 日から 

平成 29 年 3月 31 日まで 
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第２号議案 社員配当金割当ての件 

 

保険約款に社員配当金割当規定のある保険契約に対して、平成28年度決算にもとづく社員配当

金は、その保険約款の定めるところにより、次のとおり割り当てたいと存じます。 

 

Ⅰ．個人保険および個人年金保険 

 

１．通 常 配 当 

⑴ 個人保険および個人年金保険（ただし、５年ごと利差配当付個人保険、５年ごと利差配当

付個人年金保険、５年ごと利差配当付医療保険、利率変動積立型終身保険および利率変動型

積立保険を除きます） 

契約毎に次の ア．から カ．までの合計額とします。ただし、ア．、イ．、ウ．、エ．、

オ．、カ．の合計額が負値となるときは、これを零とします。 

 

ア．利差配当 

責任準備金（注１）に別表１に定める利差配当率を乗じた額とします。 

ただし、変額保険の特別勘定部分を除きます。 

イ．死差配当  

別表２に定める額 

ただし、変額保険および年金開始後の契約を除きます。 

ウ．費差配当  

零とします。 

エ．災害関係特約（災害給付を組み込んだ保険種類を含みます。）に対する配当 

別表３に定める額 

オ．疾病関係特約に対する配当 

別表４に定める額 

カ．その他の特約に対する配当 

別表５に定める額 

（注１）将来の保険金等の支払いに備えて、保険契約者が払い込む保険料の中から積み立てる準備金 
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⑵ ５年ごと利差配当付個人保険、５年ごと利差配当付個人年金保険 および ５年ごと利差配

当付医療保険 

５年ごとの応当日が到来する契約および所定の年数を経過して消滅する契約については、

契約日または直前の５年ごとの応当日以降、平成28年度末までの各事業年度末に割振られた

利差配当の合計額に所要の調整を行った額を割り当てます（負値となる場合は零とします）。 

ただし、解約、減額等により消滅する契約については、この額に75％を乗じた額を割り当

てます。 

なお、平成28年度決算にもとづく割振り額は、責任準備金（ただし５年ごと利差配当付医

療保険のうち、無事故給付金のある契約については、当該部分を除いたもの、満了一時金付

特定療養給付特約については、出産等に関する部分を考慮したものとします。）に別表１に

定める利差配当率を乗じた額とします。 

⑶ 利率変動積立型終身保険および利率変動型積立保険 

責任準備金に別表１に定める利差配当率を乗じた額とします。 

 

２．特 別 配 当 

零とします。  

 

Ⅱ．団体定期保険および総合福祉団体定期保険 

 

１．団体定期保険 

被保険者数に応じて、死差益に14％から97％を乗じた額とします。ただし、加入率に応じ

て所定の配当率調整を行います。 

団体定期保険年金払特約については零とします。 

 

２．総合福祉団体定期保険 

被保険者数および収支状況に応じて、死差益に14％から98.7％を乗じた額とします。 

総合福祉団体定期保険年金払特約については零とします。 

 

Ⅲ．団体信用生命保険 

 

被保険者数に応じて、死差益に10％から97％を乗じた額とします。 

ただし、３大疾病保障特約が付加されている団体信用生命保険については「死亡・高度障

害部分」と「死亡・高度障害・３大疾病部分」を区分して適用し、「死亡・高度障害部分」

については死差益に10％から97％を乗じた額、「死亡・高度障害・３大疾病部分」について

は死差益に7％から85％を乗じた額とします。 
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Ⅳ．団体終身保険 

（約款の規定にもとづき、保険契約者が有する権利義務を個人扱被保険者に移行した契約） 

 

次の１．および２．の合計額とします（負値となる場合は零とします）。 

１．責任準備金に利差配当率（1.25％－予定利率）を乗じた額とします。 

２．死差配当は零とします。 

 

Ⅴ．心身障害者扶養者生命保険 

 

次の１．および２．の合計額とします（負値となる場合は零とします）。 

１．経過保険料積立金（注２）に利差配当率（1.50％－予定利率）を乗じた額とします。 

２．死差益に95％を乗じた額とします。 

（注２）保険年度における保険料積立金（責任準備金）の平均値 

 

Ⅵ．企業年金保険、新企業年金保険および拠出型企業年金保険 

 

次の１．から５．の合計額とします（負値となる場合は零とします）。 

１．経過責任準備金（注３）に利差配当率（0.75％－予定利率）を乗じた額とします。 

２．死差配当は被保険者数にかかわらず零とします。 

３．費差配当は被保険者数にかかわらず零とします。 

４．責任準備金関係損益に係る配当は零とします。 

５．特別配当は零とします。 

（注３）保険年度における責任準備金の平均値 

 

Ⅶ．勤労者財産形成給付金保険、勤労者財産形成貯蓄積立保険および財形住宅貯蓄積

立保険 

 

零とします。 
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Ⅷ．財形年金保険 

 

１．通常配当（利差配当） 

⑴ 年金支払開始日以前の契約 

零とします。 

⑵ 年金支払開始日後の契約 

零とします。 

２．特別配当 

零とします。 

 

Ⅸ．財形年金積立保険 

 

零とします。 

 

Ⅹ．医療保障保険 

 

１．医療保障保険（個人型） 

次の⑴および⑵の合計額とします。 

⑴ 死亡保険金に死差配当率（年齢に応じて対10万円、１円から 78円）を乗じた額 

⑵ 災害入院に係わる部分について基準日額 1,000円につき 50円 

疾病入院に係わる部分について基準日額 1,000円につき 90円から 590円 

 

２．医療保障保険（団体型） 

被保険者数に応じて、死差益に25％から70％を乗じた額とします。 

 

ⅩⅠ．団体就業不能保障保険 

 

被保険者数に応じて、死差益に10％から30％を乗じた額とします。 
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別表１ 

利 差 配 当 率 

 

対     象     契     約 利差配当率 

予定利率 1.00%未満の契約 0.90%－予定利率 

予定利率 1.00%以上の契約 1.20%－予定利率 

 

 

ただし、下記の対象契約については、次のとおりとします。 

対     象     契     約 利差配当率 

普通養老保険 契約日が平成 7年 10 月 2日以後の一時払契約 

1.20%－予定利率

(*) 

個人年金保険 
契約日が平成 10 年 6 月 2日以後の一時払契約 

新個人年金保険 

5 年ごと利差配当付新一時払個人年金保険 

年金開始後契約（個人年金保険、新個人年金保険および年金移行特約等） 

一時払退職後終身保険 

5 年ごと利差配当付普通終身保

険 

契約日が平成 10 年 6 月 2日以後 

 平成 16年 10 月 3日以前の一時払契約 

契約日が平成16年10月4日以後の一時払契約 

0% 利率変動積立型終身保険(第一保険期間) 

利率変動型積立保険 

 (*) 予定利率1.20％未満の契約については零とします。 

 

注．予定利率とは、保険料の計算に用いた利率であり、契約締結の時期、保険種類、保険料払込

期間および保険期間によって異なります。 
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別表２ 

死 差 配 当 額 （ 例 表 ） 

 

（危険保険金 10 万円について、単位：円） 

契約締結時期 性別 
年     齢 

10 歳 20 歳 30 歳 40 歳 50 歳 60 歳 70 歳 

昭和 39 年 3 月 31 日以前 
男性 99 237 357 419 736 1,530 3,240 

女性 102 289 383 469 883 2,090 4,705 

昭和 39 年 4 月 1 日以後 男性 66 159 208 263 567 1,220 2,730 

昭和 44 年 5 月 31 日以前 女性 69 211 234 313 714 1,780 4,195 

昭和 44 年 6 月 1 日以後 男性 76 108 102 186 439 995 2,545 

昭和 49 年 4 月 30 日以前 女性 79 160 128 236 586 1,560 4,010 

昭和 49 年 5 月 1 日以後 男性 44 76 62 110 171 290 705 

昭和 51 年 3 月 1 日以前 女性 47 128 88 160 318 855 2,165 

昭和 51 年 3 月 2 日以後 男性 44 76 62 110 171 290 705 

昭和 56 年 4 月 1 日以前 女性 47 98 88 105 158 410 970 

昭和 56 年 4 月 2 日以後 男性 27 59 22 61 106 125 360 

昭和 60 年 4 月 1 日以前 女性 19 24 26 52 72 140 320 

昭和 60 年 4 月 2 日以後 男性 12 38 6 30 103 103 103 

平成 2 年 4 月 1 日以前 女性 5 15 5 30 37 37 37 

平成 2 年 4 月 2 日以後 男性 6 38 5 24 86 86 127 

平成 8 年 4 月 1 日以前 女性 5 11 4 17 24 39 163 

平成 8 年 
（転換契約以外） 

男性 2 33 3 13 23 67 90 

4 月 2日以後 女性 1 4 0 12 24 27 15 

平成 11 年 
（転換契約） 

男性 1 29 0 9 15 67 90 

4 月 1日以前 女性 1 3 0 8 23 16 0 

平成 11 年 4 月 2 日以後 男性 2 33 3 13 23 67 90 

平成 19 年 4 月 1 日以前 女性 1 4 0 12 24 27 15 

平成 19 年 4 月 2 日以後 
男性 1 3 5 5 9 9 9 

女性 0 2 0 5 7 2 2 



  52  

注１．危険保険金とは、保険金から責任準備金を控除した額です。 

２．年齢とは、前年度の契約応当日（普通定期保険集団扱特約付普通定期保険、一時払退職後終

身保険、平成 7 年 4月 2 日以後の長期生活保障特約・個人年金保険・個人年金保険増額特約・

新個人年金保険・新個人年金保険増額特約の年金開始後契約、年金保険、年金移行特約、夫婦

年金移行特約、個人年金保険夫婦年金移行特約、介護保障移行特約 および 個人年金保険介護

年金特約については当年度の契約応当日、団体終身保険（約款の規定に基づき、個人扱被保険

者へと移行した契約）については当年度の個人扱移行応当日）における被保険者の年齢です。 

３．契約締結時期について、次のとおり読み替えます。 

⑴ 有期払込高保障終身保険については、「昭和 51 年 3 月 2 日以後昭和 56 年 4 月 1 日以前」

とあるのを「昭和 50 年 10 月 27 日以後昭和 56 年 4 月 1 日以前」と読み替えます。 

⑵ 個人年金保険および個人年金保険増額特約については、「昭和 56 年 4 月 2 日以後昭和 60

年 4 月 1 日以前」とあるのを「昭和 61 年 7 月 4 日以前」と、「昭和 60 年 4 月 2 日以後平

成 2 年 4 月 1 日以前」とあるのを「昭和 61 年 7 月 5 日以後平成 2 年 4 月 1 日以前」とそ

れぞれ読み替えます。 

４．特定疾病保障定期保険、特定疾病保障定期保険特約、特定疾病保障終身保険 および 特定疾

病保障終身保険増額特約においては、上表にかかわらず、死差配当額を危険保険金 10 万円に

ついて次のとおりとします。 

⑴ 平成 8年 4 月 1 日以前の契約および平成 8 年 4月 2日以後の配当回数２回目以後の契約 

ア．男性 

20 歳のとき 5円、30 歳のとき 6円、40 歳のとき 18 円、50 歳のとき 49 円、60 歳のとき

104 円、70 歳のとき 284 円 

イ．女性 

20 歳のとき 2円、30 歳のとき 6円、40 歳のとき 14 円、50 歳のとき 43 円、60 歳のとき

79 円、70 歳のとき 191 円 

⑵ 平成 8年 4 月 2 日以後の配当回数１回目の契約 

ア．男性 

20 歳のとき 5円、30 歳のとき 6円、40 歳のとき 18 円、50 歳のとき 49 円、60 歳のとき

104 円、70 歳のとき 284 円 

イ．女性  

20 歳のとき 2円、30 歳のとき 5円、40 歳のとき 14 円、50 歳のとき 42 円、60 歳のとき

78 円、70 歳のとき 190 円 

５．介護・特定疾病定期保険、介護・特定疾病定期保険特約 および 介護・特定疾病終身保険特

約においては、上表にかかわらず、死差配当額を危険保険金 10 万円について次のとおりとし

ます。 

⑴ 配当回数１回目の契約 

ア．男性 

20 歳のとき 5円、30 歳のとき 6円、40 歳のとき 21 円、50 歳のとき 51 円、60 歳のとき

107 円、70 歳のとき 293 円 

イ．女性 

20 歳のとき 2円、30 歳のとき 5円、40 歳のとき 14 円、50 歳のとき 43 円、60 歳のとき

82 円、70 歳のとき 205 円 

⑵ 配当回数２回目以後の契約 

ア．男性 

20 歳のとき 5円、30 歳のとき 6円、40 歳のとき 21 円、50 歳のとき 51 円、60 歳のとき

107 円、70 歳のとき 293 円 

イ．女性 

20 歳のとき 2円、30 歳のとき 6円、40 歳のとき 15 円、50 歳のとき 44 円、60 歳のとき

82 円、70 歳のとき 206 円 
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６．新個人年金保険、新個人年金保険増額特約、および一時払退職後終身保険においては、上表

にかかわらず、死差配当額を零とします。 

７．団体終身保険（約款の規定に基づき、個人扱被保険者へと移行した契約）においては上表に

かかわらず、「昭和 51 年 3月 2日以後昭和 56 年 4 月 1日以前」の男性の死差配当額とします。 
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別表３（１） 

 

災害関係特約（災害給付を組み込んだ保険種類を含む）に対する配当額（１） 

 

（災害保険金 10 万円について） 

特        約        種        類 
配      当      額 

男性 女性 

災害特約 120 円 135 円 

災害保障特約、定期保険災害保障特約（総合） 

および 災害保障特約（総合） 
128 円 165 円 

交通災害保障特約 88 円 125 円 

家族災害保障特約 118 円 

災害割増特約（昭和 51年 3月 1 日以前）、 

定期保険災害割増特約 および 災害倍額定期保険特約 
53 円 67 円 

災害割増特約（昭和 51年 3 月 2日以後 昭和 52年 12 月 26 日以

前）、災害割増特約(52) および 災害割増特約(56) 
24 円 38 円 

災害割増特約(58) 8 円 12 円 

災害割増特約(02)、災害割増特約(05)、災害割増特約(06) 

および 災害割増特約（平成 11 年 4 月 2 日以後） 
3 円 

傷害特約（昭和 52年 12 月 26 日以前）、傷害特約(52)、傷害特

約(56)、こども傷害特約(53) および こども傷害特約(56) 
27 円 46 円 

家族傷害特約 20 円 

家族傷害特約(52) および 家族傷害特約(56) 28 円 22 円 

傷害特約(58) および こども傷害特約(58) 9 円 15 円 

家族傷害特約(58) 19 円 10 円 

傷害特約(60) 

本人型 9 円 15 円 

本人・妻子型 32 円 

本人・妻型 18 円 

本人・子型 23 円 29 円 

傷害特約(02)、傷害特約(05) 

傷害特約(06)  および  

傷害特約（平成 11年 4月 2 日以後） 

本人型 5 円 

本人・妻子型 14 円 

本人・妻型 8 円 

本人・子型 11 円 

こども傷害特約(02)、こども傷害特約(05)、こども傷害特約(06) 

および こども傷害特約（平成 11年 4月 2日以後） 
5 円 

家族収入保険（Ａ）（*1） 128 円 165 円 

高保障家族収入保険（*2） 128 円 165 円 

貯蓄保険の災害部分 3 円 

（*1）は保険金 10 万円についての額とし、（*2）は満期保険金 10 万円についての額とします。 

 

注．家族収入保険（Ａ）にあっては年金原資 10 万円について、高保障家族収入保険にあっては定

期保険部分の保険金 10 万円について、それぞれ男性 30 円、女性 45 円を上表の額に加えた額

とします。 
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別表３（２） 

 

災害関係特約（災害給付を組み込んだ保険種類を含む）に対する配当額（２） 

 

（入院給付金日額 1,000 円について） 

特        約        種        類 
配    当    額 

男性 女性 

災害入院特約（昭和 52年 12 月 26 日以前）（*） 36 円 66 円 

家族災害入院特約（*） 36 円 

災害入院特約(52)、災害入院特約(56)、 

こども災害入院特約(53) および こども災害入院特約(56) 
180 円 330 円 

家族災害入院特約(52) および 家族災害入院特約(56) 250 円 200 円 

災害入院特約(60) 

本人型 180 円 330 円 

本人・妻子型 540 円 

本人・妻型 230 円 

本人・子型 490 円 640 円 

災害入院特約(62)、災害入院特約(05)、 

災害入院特約(06)  および  

災害入院特約（平成 11年 4月 2 日以後） 

本人型 50 円 

本人・妻子型 140 円 

本人・妻型 80 円 

本人・子型 110 円 

こども災害入院特約(62)、こども災害入院特約(05) 

こども災害入院特約(06) および  

こども災害入院特約（平成 11年 4月 2日以後） 

50 円 

（*）入院給付基準金額 10 万円についての額とします。 
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別表４（１） 

 

疾病関係特約に対する配当額（１） 

 

（入院給付金日額 1,000 円について） 

特        約        種        類 
配      当      額 

男性 女性 

手術給付金付疾病入院特約（昭和 51 年 3 月 1 日以前）（*） 15 円 

手術給付金付疾病入院特約 

（昭和 51年 3月 2日以後 昭和 52年 12 月 26 日以前）（*） 
20 円 

手術給付金付疾病入院特約(52) および 手術給付金付こども疾病入

院特約(53) 
100 円 

手術給付金付家族疾病入院特約(54) 140 円 80 円 

手術給付金付疾病入院特約(56) および 

普通定期保険手術給付金付疾病入院特約(59) 

14 歳以下 200 円 

15 歳以上 49 歳以下 300 円 

50 歳以上 100 円 

手術給付金付こども疾病入院特約(56) 230 円 

手術給付金付家族疾病入院特約(56) 
49 歳以下 360 円 

180 円 
50 歳以上 240 円 

手術給付金付疾病入院特約(60) 

本人型 

14 歳以下 200 円 

15 歳以上 49 歳以下 300 円 

50 歳以上 100 円 

本人・妻子

型 

49 歳以下 750 円 

50 歳以上 430 円 

本人・妻型 
49 歳以下 480 円 

50 歳以上 160 円 

本人・子型 
49 歳以下 570 円 

50 歳以上 370 円 

手術給付金付こども疾病入院特約(62)、手術給付金付こども疾病入院

特約(05)、手術給付金付こども疾病入院特約(06) および 

手術給付金付こども疾病入院特約（平成 11年 4月 2 日以後） 

120 円 

成人病入院特約（昭和 52年 12 月 26 日以前）（*） 4 円 

成人病入院特約(52)、成人病入院特約(56) 20 円 

 

（*）入院給付基準金額 10 万円についての額とします。 
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別表４（２） 

 

疾病関係特約に対する配当額（２）（例表） 

 

１．手術給付金付疾病入院特約(62)、手術給付金付疾病入院特約(05)、 

手術給付金付疾病入院特約(06)、手術給付金付疾病入院特約（平成 11 年 4 月 2 日以後）、 

普通定期保険手術給付金付疾病入院特約(62)、普通定期保険手術給付金付疾病入院特約(05)、 

普通定期保険手術給付金付疾病入院特約(06) 

および 普通定期保険手術給付金付疾病入院特約（平成 11 年 4 月 2 日以後） 

（入院給付金日額 1,000 円について） 

型  年齢 20 歳 30 歳 40 歳 50 歳 60 歳 70 歳 

本人型 140 円 180 円 190 円 290 円 430 円 790 円 

本人・妻子型 340 円 410 円 430 円 580 円 810 円 1,390 円 

本人・妻型 220 円 290 円 310 円 460 円 690 円 1,270 円 

本人・子型 260 円 300 円 310 円 410 円 550 円 910 円 

 

２．成人病入院特約(62)、成人病入院特約(05)、成人病入院特約(06)   

および 成人病入院特約（平成 11 年 4 月 2 日以後） 

（入院給付金日額 1,000 円について） 

年 齢 20 歳 30 歳 40 歳 50 歳 60 歳 70 歳 

配当額 10 円 10 円 40 円 110 円 210 円 430 円 

 

３．女性入院特約(06) 

（入院給付金日額 1,000 円について） 

年 齢 20 歳 30 歳 40 歳 50 歳 60 歳 70 歳 

配当額 40 円 80 円 100 円 100 円 150 円 260 円 
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別表５ 

 

その他の特約に対する配当額（例表） 

 

１．こども通院特約(08) および こども通院特約 の配当額 

 

入院給付金日額 1,000 円について   配当額 80 円 

 

２．通院特約(05)、通院特約(06) および 通院特約 の配当額（例表） 

（入院給付金日額 1,000 円について） 

型  年齢 20 歳 30 歳 40 歳 50 歳 60 歳 70 歳 

本人型 60 円 60 円 80 円 140 円 230 円 460 円 

本人・妻子型 170 円 170 円 200 円 300 円 440 円 810 円 

本人・妻型 90 円 90 円 120 円 220 円 360 円 730 円 

本人・子型 140 円 140 円 160 円 220 円 310 円 540 円 

 

３．長期入院特約(07) および 長期入院特約 の配当額（例表） 

（入院給付金日額 1,000 円について） 

型  年齢 20 歳 30 歳 40 歳 50 歳 60 歳 70 歳 

本人型 20 円 50 円 60 円 90 円 150 円 330 円 

本人・妻子型 40 円 80 円 100 円 140 円 240 円 530 円 

本人・妻型 30 円 70 円 90 円 130 円 230 円 520 円 

本人・子型 30 円 60 円 70 円 100 円 160 円 340 円 

 

 

 



59 

 

第３号議案 総代候補者選考委員 10 名選任の件 

 

 平成 31年 4月の総代改選にあたり、定款第 18条の規定に基づき、総代候補者選考委員 

10 名の選任をお願いするものであります。 

 総代候補者選考委員候補者は、次のとおりであります。 

 

 

 総代候補者選考委員候補者  

(敬称略・五十音順) 

(主たる職業は平成 29 年 5月 23 日現在) 

 

氏   名 主 た る 職 業 備 考 

秋 場 良 司 税理士 重 任 

石 川 純 子 公益社団法人消費者関連専門家会議 勤務 重 任 

井 上 明 美 主婦（消費生活アドバイザー） 重 任 

榊 原 一 久 弁護士 新 任 

田 中 公 章 日本ゼオン株式会社 社長 新 任 

藤 村 龍 子 東京慈恵会医科大学医学部看護学科 客員教授 重 任 

藤 原 以久子 園田学園女子大学短期大学部 非常勤講師 新 任 

山 石 昌 孝 横浜ゴム株式会社 社長 新 任 

山 下 史 朗 関東電化工業株式会社 会長 重 任 

山 田 幸 三 上智大学経済学部 教授 重 任 
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第４号議案 取締役 11 名選任の件 

 

 今回の定時総代会終結の時をもって、取締役全員の任期が満了いたします。つきましては、

経営管理体制の一層の強化を図るため取締役を 1名増員し、取締役 11 名の選任をお願いする 

ものであります。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 

 なお、本議案につきましては、指名・報酬委員会の審議を経ております。 

 

取 締 役 候 補 者 

【再任】 

 

氏 名 

（ 生 年 月 日 ） 

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

佐  藤  美  樹 

（昭和 24年 12 月 5日生） 

代 表 取 締 役 

会 長 

昭和 47 年 4 月 当社入社 

平成 15 年 4 月 執行役員 

平成 16 年 4 月 常務執行役員 

平成 16 年 7 月 取締役常務執行役員 

平成 20 年 7 月 代表取締役社長 

平成 29 年 4 月 代表取締役会長（現任） 

 

＜重要な兼職の状況＞ 

横浜ゴム株式会社 社外監査役 

株式会社ＡＤＥＫＡ 社外監査役 

富士電機株式会社 社外監査役 

富士急行株式会社 社外取締役 

【取締役候補者とした理由】 

佐藤美樹氏は、入社以来、広範な事業領域を有する当社において営業企画、経理、経営企画等の様々

な業務に携わり、当社の業務全般に深く精通しております。また、平成 16年に取締役に就任してか

らは当社の経営に参画・貢献しており、さらに、平成 20 年からは代表取締役として経営の指揮をと

る等、当社経営者として豊富な経験と実績を有しております。 

これらの経験および実績等を総合的に勘案し、同氏が当社の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂

行することができる人物であると判断し、取締役候補者としております。 
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氏 名 

（ 生 年 月 日 ）  

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

木  村  博  紀  

（昭和 37年 1月 19 日生） 

代 表 取 締 役 

社 長 

昭和 59 年 4 月 当社入社 

平成 24 年 4 月 執行役員 

平成 25 年 7 月 取締役執行役員 

平成 27 年 4 月 取締役常務執行役員 

平成 29 年 4 月 代表取締役社長（現任） 

 

＜重要な兼職の状況＞ 

関東電化工業株式会社 社外監査役 

日本ピストンリング株式会社 社外監査役 

【取締役候補者とした理由】 

木村博紀氏は、入社以来、広範な事業領域を有する当社において資産運用企画、経理、経営企画等

の様々な業務に携わり、当社の業務全般に深く精通しております。また、平成 25 年に取締役に就任

してからは当社の経営に参画・貢献しており、さらに、平成 29 年には代表取締役に就任し経営の指

揮をとる等、当社経営者として豊富な経験と実績を有しております。 

これらの経験および実績等を総合的に勘案し、同氏が当社の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂

行することができる人物であると判断し、取締役候補者としております。 

 

氏 名 

（ 生 年 月 日 ）  

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

山  下  雅  之 

（昭和 31年 12 月 8日生） 

代 表 取 締 役 

専 務 執 行 役 員 

 

リ ス ク 管 理 統 括 部 

コンプライアンス統括部 

担 当 

昭和 55 年 4 月 当社入社 

平成 22 年 4 月 執行役員 

平成 25 年 4 月 常務執行役員 

平成 25 年 7 月 取締役常務執行役員 

平成28年 4月 代表取締役専務執行役員（現任） 

 

＜重要な兼職の状況＞ 

ラサ工業株式会社 社外取締役 

古河機械金属株式会社 社外監査役 

【取締役候補者とした理由】 

山下雅之氏は、入社以来、広範な事業領域を有する当社において新規事業開発、営業企画、経営企

画等の様々な業務に携わり、当社の業務全般に深く精通しております。また、平成 25年に取締役に

就任してからは当社の経営に参画・貢献しており、さらに、平成 28年からは代表取締役として経営

の指揮をとる等、当社経営者として豊富な経験と実績を有しております。現在は、リスク管理部門

の担当執行役員として、当社のリスク管理の強化を推進しております。 

これらの経験および実績等を総合的に勘案し、同氏が当社の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂

行することができる人物であると判断し、取締役候補者としております。 
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氏 名 

（ 生 年 月 日 ） 

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

池 田  潔 

（昭和 35年 5月 16 日生） 

取 締 役 

常 務 執 行 役 員 

営 業 総 局 長 

兼 特命首都圏強化担当 

 

営 業 管 理 部 

営 業 職 員 体 制 強 化 部 

担 当 

昭和 58 年 4 月 当社入社 

平成 24 年 4 月 執行役員 

平成 27 年 4 月 常務執行役員 

平成 27 年 7 月 取締役常務執行役員（現任） 

【取締役候補者とした理由】 

池田潔氏は、入社以来、広範な事業領域を有する当社において支社長や営業推進等の様々な業務に

携わり、当社の業務全般に深く精通しております。また、平成 27 年に取締役に就任してからは当社

の経営に参画・貢献しており、豊富な経験と実績を有しております。現在は、営業総局長として、

中期経営計画における営業面の目標達成に向けた取組みを推進しております。 

これらの経験および実績等を総合的に勘案し、同氏が当社の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂

行することができる人物であると判断し、取締役候補者としております。 

 

氏 名 

（ 生 年 月 日 ） 

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

菊  池  達  也  

（昭和 34年 7月 15 日生） 

取 締 役  

常 務 執 行 役 員 

 

総 務 部 

人 事 部 

人 事 総 務 部 

担 当 

昭和 59 年 4 月 当社入社 

平成 23 年 4 月 執行役員 

平成 26 年 7 月 取締役執行役員 

平成 28 年 4 月 取締役常務執行役員（現任） 

 

＜重要な兼職の状況＞ 

ニチモウ株式会社 社外取締役 

【取締役候補者とした理由】 

菊池達也氏は、入社以来、広範な事業領域を有する当社において支社長や営業推進、営業企画、経

営企画等の様々な業務に携わり、当社の業務全般に深く精通しております。また、平成 26 年に取締

役に就任してからは当社の経営に参画・貢献しており、豊富な経験と実績を有しております。現在

は、総務人事部門の担当執行役員として、女性の活躍推進や企業ビジョンの実現に向けた働き方の

改革を推進しております。 

これらの経験および実績等を総合的に勘案し、同氏が当社の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂

行することができる人物であると判断し、取締役候補者としております。 
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氏 名 

（ 生 年 月 日 ）  

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

多 々 良  裕  志  

（昭和 35年 8月 5日生） 

取 締 役  

常 務 執 行 役 員 

本 社 営 業 本 部 長 

昭和 58 年 4 月 当社入社 

平成 24 年 4 月 執行役員 

平成 27 年 4 月 常務執行役員 

平成 28 年 7 月 取締役常務執行役員（現任） 

 

＜重要な兼職の状況＞ 

第一工業製薬株式会社 社外取締役 

【取締役候補者とした理由】 

多々良裕志氏は、入社以来、広範な事業領域を有する当社において支社長や営業推進、営業職員体

制強化等の様々な業務に携わり、当社の業務全般に深く精通しております。また、平成 28 年に取締

役に就任してからは当社の経営に参画・貢献しており、豊富な経験と実績を有しております。現在

は、本社営業本部長として、ホールセールの業績拡大に向けた取組みを推進しております。 

これらの経験および実績等を総合的に勘案し、同氏が当社の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂

行することができる人物であると判断し、取締役候補者としております。 

 

氏 名 

（ 生 年 月 日 ）  

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

井 口 泰 広  

（昭和 37年 3月 15 日生） 

取 締 役 

常 務 執 行 役 員 

 

経 営 企 画 部 

主 計 部 

担 当 

昭和 59 年 4 月 当社入社 

平成 24 年 4 月 執行役員 

平成 28 年 7 月 取締役執行役員 

平成 29 年 4 月 取締役常務執行役員（現任） 

 

＜重要な兼職の状況＞ 

黒田精工株式会社 社外監査役 

【取締役候補者とした理由】 

井口泰広氏は、入社以来、広範な事業領域を有する当社において人事、リスク管理、経営企画、代

理店事業等の様々な業務に携わり、当社の業務全般に深く精通しております。また、平成 28年に取

締役に就任してからは当社の経営に参画・貢献しており、豊富な経験と実績を有しております。現

在は、経営企画部門の担当執行役員として、収益目標や中期経営計画の達成に向けた取組みを推進

しております。 

これらの経験および実績等を総合的に勘案し、同氏が当社の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂

行することができる人物であると判断し、取締役候補者としております。 
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氏 名 

（ 生 年 月 日 ）  

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

大  矢  和  子 

（昭和 25年 9月 5日生） 
取 締 役  

昭和 48 年 4 月 株式会社資生堂入社 

平成 13 年 6 月 同社執行役員 

平成 19 年 4 月 同社顧問 

平成 19 年 6 月 同社監査役 

平成 23 年 5 月 公益財団法人資生堂社会 

福祉事業財団理事長（現任） 

平成 23 年 6 月 株式会社資生堂顧問 

平成 25 年 7 月 当社取締役（現任） 

 

＜重要な兼職の状況＞ 

公益財団法人資生堂社会福祉事業財団 理事長 

株式会社エムティーアイ 社外監査役 

株式会社イオンファンタジー 社外取締役 

株式会社ミライト 社外監査役 

【取締役候補者とした理由】 

大矢和子氏は、社外取締役候補者です。 

同氏は、公益財団法人資生堂社会福祉事業財団理事長のほか、株式会社エムティーアイや株式会社

イオンファンタジー、株式会社ミライト等で社外役員を務める等、企業経営者として、当社の経営

管理を的確、公正かつ効率的に遂行することができる見識および経験を有しております。 

また、平成 25 年より当社社外取締役に在任しており、引き続き独立した立場から経営に対する監督・

チェックや助言等により取締役会の機能強化が期待されると判断し、社外取締役候補者としており

ます。 

なお、同氏は、当社のコーポレートガバナンス基本方針に定める社外役員の独立性判断基準を満た

しております。 
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氏 名 

（ 生 年 月 日 ）  

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

塚  本  隆  史  

（昭和 25年 8月 2日生） 
取 締 役 

昭和 49 年 4 月 株式会社第一勧業銀行入行 

平成 14 年 4 月 株式会社みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 

        執行役員 

平成 15 年 3 月 株式会社みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙ 

        ｸﾞﾙｰﾌﾟ常務執行役員 

平成 16 年 4 月 株式会社みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 

        常務執行役員 

平成 18 年 3 月 同行常務取締役 

平成 19 年 4 月 同行取締役副頭取 

平成 20 年 4 月 株式会社みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙ 

        ｸﾞﾙｰﾌﾟ副社長執行役員 

平成 20 年 6 月 同社取締役副社長 

平成 21 年 4 月 同社取締役社長 

平成 23 年 6 月 株式会社みずほ銀行 

        取締役頭取 

        株式会社みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙ 

        ｸﾞﾙｰﾌﾟ取締役会長 

平成 25 年 4 月 株式会社みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 

        取締役 

平成 25 年 7 月 株式会社みずほ銀行 

        取締役会長 

平成 26年 4月  みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ常任顧問 

平成 28 年 7 月 当社取締役（現任） 

平成 29 年 4 月 みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 

        名誉顧問（現任） 

 

＜重要な兼職の状況＞ 

みずほフィナンシャルグループ 名誉顧問 
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【取締役候補者とした理由】 

塚本隆史氏は、社外取締役候補者です。 

同氏は、株式会社みずほフィナンシャルグループ等の経営者として豊富な経験と実績があり、当社

の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行することができる見識および経験を有しております。 

また、平成 28 年より当社社外取締役に在任しており、引き続き独立した立場から経営に対する監督・

チェックや助言等により取締役会の機能強化が期待されると判断し、社外取締役候補者としており

ます。 

なお、同氏は、当社のコーポレートガバナンス基本方針に定める社外役員の独立性判断基準を満た

しております。 
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【新任】 
 

氏 名 

（ 生 年 月 日 ）  

当社における  

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

藤  岡  通  浩 

（昭和 37年 3月 14 日生） 

執 行 役 員 

 

資 産 運 用 企 画 部 

証 券 運 用 部 

担 当 

昭和 60 年 4 月 当社入社 

平成 9 年 4 月 福島支社開成営業所長 

平成 14 年 4 月 株式運用グループチーフ 

平成 14 年 10 月 資産運用統括部門 

        株式運用ユニット 

        ゼネラルマネージャー 

平成 18 年 4 月 資産運用統括部門 

        資産運用企画ユニット 

        ゼネラルマネージャー 

平成 21 年 4 月 リスク管理統括部門 

        総合リスク管理ユニット 

        ゼネラルマネージャー 

平成 23 年 4 月 朝日ﾗｲﾌ ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

        株式会社常務執行役員 

        資産運用部長 

        ﾁｰﾌ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｵﾌｨｻｰ 

平成 23 年 6 月 同社取締役常務執行役員 

        資産運用部長 

        ﾁｰﾌ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｵﾌｨｻｰ 

平成 27 年 4 月 当社執行役員 

        財務部 不動産部 担当 

平成 28 年 4 月 執行役員 

        資産運用企画部 

        証券運用部 担当（現任） 

【取締役候補者とした理由】 

藤岡通浩氏は、入社以来、広範な事業領域を有する当社において営業所長や資産運用、リスク管理

等の様々な業務に携わり、また投資運用業、投資助言・代理業等を行う当社の関連会社である朝日

ライフ アセットマネジメント株式会社において取締役を務める等当社の業務全般に深く精通して

おります。現在は、資産運用部門の担当執行役員として、資産運用収益の拡大、資産運用手法の高

度化に向けた取組みを推進しております。 

これらの経験および実績等を総合的に勘案し、同氏が当社の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂

行することができる人物であると判断し、新たに取締役候補者としております。 

 

 

 



68 

 

氏 名 

（ 生 年 月 日 ）  

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

渡  邉  健  二 

（昭和 25年 2月 3日生） 
― 

昭和 47 年 4 月 日本通運株式会社入社 

平成 17 年 5 月 同社執行役員 

        第 9 ブロック地域総括 

        兼大阪支店長 

平成 17 年 6 月 同社取締役執行役員 

        第 9 ブロック地域総括 

        兼大阪支店長 

平成 19 年 5 月 同社取締役専務執行役員 

        首都圏ブロック地域総括 

        兼東京支店長 

平成 21 年 5 月 同社代表取締役副社長 

        副社長執行役員 

平成 23 年 6 月 同社代表取締役社長 

        社長執行役員 

平成 29 年 5 月 同社代表取締役会長（現任） 

 

＜重要な兼職の状況＞ 

日本通運株式会社 代表取締役会長 

【取締役候補者とした理由】 

渡邉健二氏は、社外取締役候補者です。 

同氏は、日本通運株式会社の経営者として豊富な経験と実績があり、当社の経営管理を的確、公正

かつ効率的に遂行することができる見識および経験を有しております。 

これらの経験および実績等を総合的に勘案し、独立した立場から経営に対する監督・チェックや助

言等により取締役会の機能強化が期待されると判断し、新たに社外取締役候補者としております。 

なお、同氏は、当社のコーポレートガバナンス基本方針に定める社外役員の独立性判断基準を満た

しております。 

 

注 

１．「当社における地位および担当、略歴、重要な兼職」は、平成 29 年 5月 23 日現在であります。 

なお、「重要な兼職」についての就任の予定は、以下のとおりであります。 

 塚本隆史氏：イオン株式会社 社外取締役（平成 29 年 5月 24 日就任予定） 

       古河電気工業株式会社 社外監査役（平成 29 年 6月 22 日就任予定） 

 

２．社外取締役候補者に関する事項は、以下のとおりであります。 

(1)大矢和子氏 

①同氏の社外取締役の在任期間は、本定時総代会終結の時をもって 4年であります。 

(2)塚本隆史氏 

①同氏は、過去 5 年以内に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である株式会社みずほフィナンシャルグル

ープおよび株式会社みずほ銀行の業務執行者を務めておりました。 

②同氏は、過去 2 年以内に当社の特定関係事業者（主要な取引先）である株式会社みずほフィナンシャルグル

ープおよび株式会社みずほ銀行から常任顧問としての報酬を受けておりました。また、今後、株式会社みず
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ほフィナンシャルグループから名誉顧問としての報酬を受ける予定であります。 

③同氏の社外取締役の在任期間は、本定時総代会終結の時をもって 1年であります。 

(3)渡邉健二氏 

①当社は、同氏が代表取締役会長を務める日本通運株式会社に対して資金の貸付けを行っております。また、

当社は同社から基金の拠出を受けております。 

(4)大矢和子氏、塚本隆史氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社は両氏との間で、責任限度額を 300 万円ま

たは保険業法第 53 条の 36 で準用する会社法第 425 条第 1項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度

とする責任限定契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間の上記責任限定契

約を継続する予定であります。また、渡邉健二氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で上記責任限定

契約を締結する予定であります。 

 

３．当社のコーポレートガバナンス基本方針に定める社外役員の独立性判断基準は、以下のとおりであります。 

(1)直近 3事業年度において、当社を主要な取引先とする会社等の業務執行者または当社の主要な取引先の業務執

行者でないこと 

(2)直近 3事業年度において、当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計

専門家、または法律専門家でないこと 

(3)直近 3事業年度において、前各号に掲げる者の近親者でないこと 
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第５号議案 監査役 1名選任の件 

 

今回の定時総代会終結の時をもって、監査役 1 名が退任いたしますので、これに伴い、監査

役 1名の選任をお願いするものであります。 

監査役候補者は、次のとおりであります。 

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

 

監 査 役 候 補 者 

【新任】 

 

氏 名 

（ 生 年 月 日 ） 

当社における 

地位および担当 
略歴および重要な兼職の状況 

関  忠 行 

（昭和 24年 12 月 7日生） 
― 

昭和 48 年 4 月 伊藤忠商事株式会社入社 

平成 16 年 6 月 同社執行役員 

        食料カンパニー 

        ﾁｰﾌ ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ ｵﾌｨｻｰ 

平成 19 年 4 月 同社常務執行役員 

        財務部長 

平成 21 年 6 月 同社代表取締役常務取締役 

        財務・経理・ 

        リスクマネジメント担当役員 

        兼 ﾁｰﾌ ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ ｵﾌｨｻｰ 

平成 23 年 5 月 同社代表取締役専務執行役員 

        ＣＦＯ 

平成 25年 4月 同社代表取締役副社長執行役員 

        ＣＦＯ 

平成 27 年 4 月 同社顧問 

平成 29 年 4 月 同社理事（現任） 

 

＜重要な兼職の状況＞ 

伊藤忠商事株式会社 理事 

株式会社パルコ 社外取締役 

日本バルカー工業株式会社 社外取締役 
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【監査役候補者とした理由】 

関忠行氏は、社外監査役候補者です。 

同氏は、伊藤忠商事株式会社のＣＦＯ（最高財務責任者）のほか、株式会社パルコや日本バルカー工

業株式会社で社外役員を務める等、豊富な経験と実績があり、当社の取締役の職務の執行の監査を的

確、公正かつ効率的に遂行できる知識および経験を有しております。 

これらの経験および実績等を総合的に勘案し、独立した立場から当社の取締役の職務の執行を監査す

ることにより当社の健全かつ適切な運営を確保することが可能となると判断し、新たに社外監査役候

補者としております。 

なお、同氏は、当社のコーポレートガバナンス基本方針に定める社外役員の独立性判断基準を満たし

ております。 

 

注 

１．「当社における地位および担当、略歴、重要な兼職」は、平成 29 年 5月 23 日現在であります。 

なお、「重要な兼職」についての就任の予定は、以下のとおりであります。 

 関忠行氏：ＪＳＲ株式会社 社外取締役（平成 29 年 6 月 16 日就任予定） 

 

２．社外監査役候補者に関する事項は、以下のとおりであります。 

(1)関忠行氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、責任限度額を 300 万円または保険業法第 53 条の 36

で準用する会社法第 425 条第 1項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度とする責任限定契約を締結

する予定であります。 

 

３．当社のコーポレートガバナンス基本方針に定める社外役員の独立性判断基準は、以下のとおりであります。 

(1)直近 3事業年度において、当社を主要な取引先とする会社等の業務執行者または当社の主要な取引先の業務執

行者でないこと 

(2)直近 3事業年度において、当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計

専門家、または法律専門家でないこと 

(3)直近 3事業年度において、前各号に掲げる者の近親者でないこと 

 

 


